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■役員
取締役頭取（代表取締役）

三田村　俊文
常務取締役

酒井　悦夫
常務取締役

米谷　正弘
常務取締役（東京事務所長）

三田村　謙
常務取締役（リスク統括部長兼事務部長）

笠川　寿一
取締役（企画部長）

尾廣　孝一
取締役（管理部長）

太田　信之
取締役（証券国際部長）

大久保　伸一
取締役（総務部長）

光成　徳夫
取締役（非常勤）

三田村　紘二
常勤監査役

伊東　茂
監査役（非常勤）

鎌谷　忠雄
監査役（非常勤）

山　　悠紀夫
（注） 監査役鎌谷忠雄及び監査役山家

悠紀夫は、会社法第2条16号に
定める社外監査役であります。
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■関係会社の状況
事業の内容

当行グループ（当行及び当行の関係会社）は、当行、連結

子会社2社、持分法適用関連会社1社で構成し、銀行業務

を中心に運営され、さらに信用保証業務等のサービス提供

を行っております。
●銀行業務
預金、貸出、商品有価証券売買、有価証券投資、内国為替、外
国為替、社債受託及び登録、附帯業務（代理業務、保護預か
り及び貸金庫、有価証券の貸付、債務の保証、金の売買、公共
債の引受、国債等公共債の窓口販売、証券投資信託の窓口販
売、損害保険の窓口販売、生命保険の窓口販売、コマーシャ
ル･ペーパー等の取扱い）を行っております。
［主な関係会社］福邦ビジネスサービス㈱

福邦オフィスサービス㈱

●信用保証業務
当行の住宅ローン及び消費者ローンの保証を行っております。
［主な関係会社］福邦カード㈱

●クレジットカード業務
会員に対する与信業務及び加盟店に対する売上代金の計算及び
集金の代行業務を行っております。
［主な関係会社］福邦カード㈱

事業系統図

㈱
福
邦
銀
行

銀
行
業
務

本店及び支店51ヵ店

福邦ビジネスサービス㈱

福邦オフィスサービス㈱

福邦カード㈱

そ
の
他
業
務

（連結子会社）
福邦ビジネスサービス㈱
福井市田原1丁目5番1号
TEL0776-27-5260 〒910-0018
設立＝昭和63年4月14日　資本金＝10,000,000円
事業内容＝現金精査及び輸送･人材派遣･用度品管理
当行議決権割合＝100.0％　子会社等議決権割合＝0％

（連結子会社）
福邦オフィスサービス㈱
福井市田原1丁目5番1号
TEL0776-25-5141 〒910-0018
設立＝平成12年4月1日　資本金＝10,000,000円
事業内容＝為替集中業務･営業店事務の集中管理業務･現金自
動設備の保守管理
当行議決権割合＝100.0％　子会社等議決権割合＝0％

（持分法適用関連会社）
福邦カード㈱
福井市日の出4丁目11番13号
TEL0776-27-7772 〒910-0859
設立＝平成2年5月31日　資本金＝30,000,000円
事業内容＝クレジットカード業務及び信用保証業務
当行議決権割合＝21.6％　子会社等議決権割合＝0％

■従業員の状況

■沿革
昭和18年11月

26年10月

57年10月
58年 4月
60年10月
61年10月
62年 6月
63年 4月

63年10月

平成元年 4月

2年 5月
3年 4月
4年 7月
4年12月

6年 4月
7年 2月
7年 4月

9年 1月
10年 3月

11年 1月

12年 3月

12年 4月
12年10月
13年 4月
13年 9月

14年10月
15年 3月

16年 5月

福井無尽株式会社、武生無尽株式会社、
越前無尽株式会社が合併し、若越無尽株
式会社設立
相互銀行法の施行に伴い、株式会社福井
相互銀行に商号変更
金地金の売買業務を開始
国債の窓口販売業務を開始
相互ファイナンス㈱設立
外国為替業務の取扱開始
商品有価証券売買業務を開始
増資を行い資本金7億6千5百万円となる
福邦ビジネスサービス㈱設立
公募による増資を行い資本金10億6千5
百万円となる
普通銀行に転換し、株式会社福邦銀行に
商号変更
福邦カード㈱設立
増資を行い資本金15億1百万円となる
担保附社債信託業務を開始
社債等登録機関の指定を受け、事務取扱
開始
信託代理店業務の事務取扱開始
第三次オンラインシステムの稼動開始
第三者割当による増資を行い資本金22
億円となる
社内情報通信システムの稼動開始
京都共栄銀行との営業の一部譲受けに関
する契約の締結
郵政省との提携により現金自動支払機の
相互利用を開始
第三者割当による増資を行い資本金43
億円となる
福邦オフィスサービス㈱設立
証券投資信託の窓口販売業務を開始
損害保険の窓口販売業務を開始
春江信用組合との事業譲受けに関する契
約の締結
生命保険の窓口販売業務を開始
相互ファイナンス㈱の事業を福邦カード
㈱等が承継し、同社清算
富山第一銀行小松支店の営業の一部譲受
けに関する契約の締結

平成16年度

平成16年度

従業員数
平均年齢
平均勤続年数
平均給与月額

598人
38年0月
16年3月
308千円

平成17年度

580人
38年8月
16年10月
315千円

（注）1．従業員は年度末の在籍者であります。なお、臨時雇員及び嘱託を含んでおりません。
2．平均年齢、平均勤続年数および平均給与月額は、それぞれ単位未満を切り捨てて表示しております。
3．平均給与月額は、3月中の時間外手当を含む平均給与月額であり、賞与は含まれておりません。

■採用人員（新卒者）

採用人員 26人

平成17年度

28人

（連結子会社）

（連結子会社）

（持分法適用関連会社）
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■店舗のご案内 ■キャッシュコーナーのご案内
福井市（20ヵ店） 福井市
店番 店名 郵便番号 住所 電話番号
002
003
004
005
006
007
008
009
010
020
030
040
050
060
070
071
073
074
075
076

本店営業部
福井駅前支店
福井呉服町支店
福井橋南支店
松本支店
幾久支店
日の出支店
新田塚支店
若杉支店
堀の宮支店
成和支店
高木支店
森田支店
社支店
花堂支店
開発支店
西藤支店
春日支店
四ッ居支店
つくし野支店

910-0023
910-0006
910-0019
918-8005
910-0004
910-0017
910-0859
910-0064
918-8056
910-0017
910-0854
910-0804
910-0157
918-8026
918-8014
910-0842
910-0033
918-8105
918-8205
910-0121

福井市順化1-6-9
福井市中央1-21-30
福井市春山2-9-9
福井市みのり2-5-7
福井市宝永2-12-26
福井市文京2-12-32
福井市日之出4-11-13
福井市新田塚町605
福井市若杉浜3-202
福井市文京6-16-32
福井市御幸4-20-1
福井市高木中央2-515
福井市八重巻東町7-14-7
福井市渕3-1018
福井市花堂中1-14-17
福井市開発2-107-1
福井市三郎丸3-1201
福井市木田2-1211
福井市北四ッ居3-15-66
福井市定正町1307

（0776）21-2500
（0776）22-7535
（0776）24-3860
（0776）35-0057
（0776）23-0880
（0776）21-2830
（0776）26-2400
（0776）23-4011
（0776）35-0700
（0776）21-5700
（0776）21-6360
（0776）53-3500
（0776）56-3170
（0776）34-2190
（0776）34-2870
（0776）53-6600
（0776）22-7710
（0776）36-8480
（0776）53-9340
（0776）55-1618

110
120
130
140
150
160
170
210
211
212
220
230
231
232
233
234
240

春江支店
三国支店
金津支店
丸岡支店
松岡支店
勝山支店
大野支店
鯖江支店
神明支店
鯖江東支店
今立支店
武生支店
武生北支店
村国支店
武生南支店
シピイ支店
越前支店

919-0436
913-0046
919-0621
910-0236
910-1133
911-0804
912-0081
916-0026
916-0021
916-0042
915-0242
915-0068
915-0802
915-0083
915-0841
915-0883
916-0421

坂井市春江町為国中区3-13
坂井市三国町北本町4-3-14
あわら市市姫2-25-22
坂井市丸岡町本町2-13
吉田郡永平寺町松岡春日1-31-2
勝山市元町1-18-11
大野市元町8-13
鯖江市本町1-3-20
鯖江市三六町1-5-16
鯖江市新横江1-6-16
越前市粟田部町15-34-3
越前市天王町3-33
越前市北府2-5-16
越前市押田2-1-7
越前市文京1-1-11
越前市新町7-8-1
丹生郡越前町道口9-34-5

（0776）51-0089
（0776）81-3141
（0776）73-0222
（0776）66-2010
（0776）61-0063
（0779）88-1576
（0779）66-3650
（0778）51-2870
（0778）52-6500
（0778）51-4310
（0778）42-2030
（0778）24-3210
（0778）23-5720
（0778）23-9290
（0778）23-4571
（0778）22-8555
（0778）37-1022

嶺北（福井市外）（17ヵ店）

店舗内 機種 365日 平日 土曜 日曜 祝日
本店営業部
福井駅前支店
福井呉服町支店
福井橋南支店
松本支店
幾久支店
日の出支店
新田塚支店
若杉支店
堀の宮支店
成和支店
高木支店
森田支店
社支店
花堂支店
開発支店
西藤支店
春日支店
四ッ居支店
つくし野支店

ATM
ATM
ATM
ATM
ATM
ATM
ATM
ATM
ATM
ATM
ATM
ATM
ATM
ATM
ATM
ATM
ATM
ATM
ATM
ATM

◎
◎

◎

◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎

8:00～21:00
8:00～21:00
9:00～18:00
8:00～21:00
9:00～18:00
8:00～21:00
8:00～21:00
8:00～21:00
8:00～21:00
8:00～21:00
8:00～21:00
8:00～21:00
8:00～21:00
8:00～21:00
8:00～21:00
8:00～21:00
8:00～21:00
8:00～21:00
8:00～21:00
8:00～21:00

9:00～19:00
9:00～19:00

9:00～19:00

9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00

9:00～19:00
9:00～19:00

9:00～19:00

9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00

9:00～19:00
9:00～19:00

9:00～19:00

9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00

ショッピングセンター･スーパー 機種 365日 平日 土曜 日曜 祝日
アピタ福井大和田店
アピタ福井店
エブリ
セリオガーデン米松店前
ハーツ羽水
パリオシティ
ベル
みつわ西福井店
ユース豊岡
ユース町屋
ワイプラザ
ワッセ

ATM
ATM
CD
CD
CD
ATM
ATM
ATM
CD
CD
ATM
ATM

◎
◎

◎
◎
◎

◎
◎

9:00～21:00
9:00～21:00
10:00～19:00
9:00～19:00
8:00～21:00
9:00～21:00
10:00～20:00
9:30～21:00
8:00～21:00
8:00～21:00
9:00～21:00
9:00～21:00

9:00～19:00
9:00～19:00
10:00～17:00
9:00～17:00
9:00～17:00
9:00～19:00
10:00～19:00
9:30～19:00
9:00～17:00
9:00～17:00
9:00～19:00
9:00～19:00

9:00～19:00
9:00～19:00
10:00～17:00
9:00～17:00
9:00～17:00
9:00～19:00
10:00～19:00
9:30～19:00
9:00～17:00
9:00～17:00
9:00～19:00
9:00～19:00

9:00～19:00
9:00～19:00
10:00～17:00
9:00～17:00
9:00～17:00
9:00～19:00
10:00～19:00
9:30～19:00
9:00～17:00
9:00～17:00
9:00～19:00
9:00～19:00

その他の施設 機種 365日 平日 土曜 日曜 祝日
JR福井駅
福井市役所
福井警察署
福井春山合同庁舎
福井商工会議所
下江守機械工業団地
福井赤十字病院
福井県済生会病院
福井県立病院

ATM
CD
ATM
CD
CD
ATM
CD
CD
CD

◎ 8:00～21:00
9:00～18:00
9:00～17:00
9:00～18:00
9:00～18:00
9:00～18:00
9:00～18:00
9:00～17:00
9:00～18:00

9:00～19:00

9:00～17:00
9:00～17:00
9:00～17:00
9:00～17:00

9:00～19:00

9:00～17:00

9:00～19:00

310
311
320
330
340
350
351
360

敦賀支店
敦賀西支店
美浜支店
三方支店
上中支店
小浜支店
東小浜支店
高浜支店

914-0054
914-0803
919-1141
919-1303
919-1542
917-0072
917-0241
919-2229

敦賀市白銀町10-22
敦賀市新松島町4-17
三方郡美浜町郷市13-6-1
三方上中郡若狭町三方40-11-1
三方上中郡若狭町井ノ口36-28-1
小浜市千種1-2-1
小浜市遠敷25-21-5
大飯郡高浜町三明2-47

（0770）22-5522
（0770）24-2260
（0770）32-1137
（0770）45-0078
（0770）62-0031
（0770）52-2910
（0770）56-3650
（0770）72-1311

嶺南（8ヵ店）

410
420

小松支店
金沢支店

923-0926
920-0025

小松市竜助町32
金沢市駅西本町1-14-21

（0761）22-7373
（076）262-0266

石川県（2ヵ店）

510
520

舞鶴支店
東舞鶴支店

624-0841
625-0036

舞鶴市字引土小字両官田295-13
舞鶴市字浜792
京都市中京区烏丸通押小路上ル
秋野々町535 日土地京都ビル内

（0773）75-1290
（0773）62-4603

530 京都支店 604-0847 （075）231-6171

京都府（3ヵ店）

大阪市北区天満2-5-10
郵政福祉天満橋ビル内4F610 大阪支店 530-0043 （06）6352-5051

大阪府（1ヵ店）

福井市日之出4-11-13ゆめプラザ 910-0859 0120-683-294

福井市田原1-5-1事務センター 910-0018 （0776）25-5143

東京都千代田区神田
神保町3-10  松晃ビル7F東京事務所 101-0051 （03）3237-8376

＜ご説明＞

■ 店舗
■ 店舗外キャッシュコーナー

ATM ： お引出し・ご入金・お振込み・振替入金・ご照会・
  通帳記入・暗証番号変更
CD ： お引出し･ご照会
365日： 365日稼動

＜キャッシュカードなどを紛失された時の連絡先＞

［お取引店］ 受付時間　月～金／8:45～17:00
 （銀行窓口休業日を除きます）
上記以外は
［自動機監視センター］0776-25-4490
 受付時間　24時間

住

住

住

住

住

住

住

住

住

住

住

住

住

住

住

住

住

住

住

住

住

住

住

住

住

住

住

住

住

住

住

住

住

住

住

住

住

住

住宅金融公庫取扱店 為

為

外国為替取扱店 信

信

信

信託契約代理業務取扱店

信

住

住

住

住

住

住

住

住

信

信

住

住

住

住

住

住

コーポレートデータコーポレートデータ
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※ATMでのお振込みについて
キャッシュカードの場合は平日･土日祝日のATM稼動時間内、現金の場
合は店舗内ATMのみで平日18：00までご利用いただけます。平日15：
00以降及び土日祝日のお振込みは翌営業日扱いとなりますのでご注意
ください。お振込み手数料は窓口ご利用よりもお得です。

※365日稼動以外の土日祝日稼動コーナーについて
1月1～3日、5月3～5日は休ませていただきます。
ただし5月3～5日が日曜日にあたる場合はご利用になれます。

※郵便局キャッシュコーナーのご利用について
福邦銀行のキャッシュカードは郵便局のコーナーでお引出し･ご入金･ご
照会ができます。給与振込･年金受取･フリーローン「なんでもザウルス」
をご利用の場合はご利用手数料のキャッシュバックサービス（月間最高
315円）があります。

※相互入金業務について（入金ネット）
福邦銀行のキャッシュカードは、全国の相互入金業務協議会加盟金融

機関のATMでご入金ができます。また、加盟金融機関のキャッシュカ
ードをお持ちのお客様は、福邦銀行のATMでご入金ができます。ご利
用時間および手数料は、ご利用金融機関の設定により異なります。

※キャッシュカードや暗証番号のお取扱いにご注意ください。
キャッシュカードの暗証番号は、ATMで簡単に変更できます。
①暗証番号は、生年月日、電話番号、住所の番地、自動車のナンバー
などを避け、他人に推測されにくいものをお使いください。
②推測されやすい番号は、すみやかに変更されることをお勧めいたします。
③ロッカー･貴重品ボックスなど銀行のお取引以外で暗証番号を使用す
る場合は、キャッシュカードと同じ暗証番号を使用しないでください。
④キャッシュカードを長時間お手もとからお離しになられる際は十分に
ご注意願います。
⑤銀行員が店舗外や電話などでキャッシュカードの暗証番号をお尋ねす
ることはございません。不審な場合には、直ちにお取引店にご照会く
ださい。

日
野
川 

日
野
川 

九頭竜川 

ユース森田 

Aコープ 

松原病院 

福井大学 

運動公園 

社北小学校 

産業会館 ユースやしろ 

福井土木事務所 

ヤナセ 
日之出小学校 

バードグリーンホテル 

エルパ 

福井卸売市場 

新田塚自動車学校 

福仁会病院 

明
治
橋
 

芦
原
街
道 

Ｊ
Ｒ
北
陸
線 

天
池
橋 

九
頭
竜
橋 

武道館 福井北インター 

福井インター 

さくら通り 

足羽川 

フ
ェ
ニ
ッ
ク
ス
通
り 

お
泉
水
通
り 

日
光
橋 

久喜津
橋 

朝
宮
橋
 

大瀬
橋 

水越
橋 

明
里
橋 

九
十
九
橋 

木
田
橋 

板
垣
橋 

足
羽
橋 

福
鉄
福
武
線 

え
ち
ぜ
ん
鉄
道 

えちぜん鉄道 

JR越美北線 

北
陸
自
動
車
道 

足羽山 

アピタ福井大和田店 

みつわ西福井店 
セリオガーデン米松店前 

エブリ 

つくし野支店 
365日稼動 

365日稼動 

365日稼動 

365日稼動 

365日稼動 365日稼動 

365日稼動 

365日稼動 

365日稼動 

365日稼動 

365日稼動 

365日稼動 

365日稼動 

森田支店 

高木支店 

新田塚支店 

西藤支店 

幾久支店 

開発支店 

365日稼動 

365日稼動 

365日稼動 

365日稼動 

アピタ福井店 

365日稼動 

365日稼動 

365日稼動 

ワッセ 

下江守機械工業団地 

四ッ居支店 

ユース町屋 
堀の宮支店 

若杉支店 

社支店 

福井橋南支店 

福井赤十字病院 

福井商工会議所 

ユース豊岡 

ワイプラザ 

成和支店 

春日支店 

花堂支店 

ベル 

ハーツ羽水 

福井警察署 

福井県済生会病院 

365日稼動 

365日稼動 

365日稼動 

パリオシティ 

松本支店 
福井呉服町支店 
福井春山合同庁舎 

日の出支店/ゆめプラザ 
福
井
駅 

森
田
駅 

松本通り 

8

158

416

福井市内 

福井問屋センター 

福井県立病院 

本店付近 
さくら通り 

駅前大通り 

北の庄通り 足羽川 

フ
ェ
ニ
ッ
ク
ス
通
り 

片
町
通
り 

幸
橋 

桜
橋 

福井西武 

本店営業部 

福井県庁 

福井市役所 

365日稼動 

365日稼動 

365日稼動 

福井駅前支店 

JR福井駅 
ロフト 
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365日稼動

365日稼動

三国港

三国

三国神社

成田山

九
頭
竜
川

新保橋

嶺
北
縦
貫
線 福

井
空
港

Ｊ
Ｒ
北
陸
線

春江総合支所
ハートピア春江

西長田

太郎丸

西春江

春
江
駅

福井北インター

えちぜん鉄道

九頭竜川

グリーン
センター

永平寺町役場

松岡

北
陸
自
動
車
道

福
松
大
橋

五
松
橋

芦
原
温
泉
駅

嶺
北
縦
貫
線

Ｊ
Ｒ
北
陸
線

竹田川

春江支店

アミ

PLANT-2

三国支店

福井大学附属病院
福井大学附属病院内

松岡支店

ラッキー

金津支店

ユース
金津店前

長
山
ト
ン
ネ
ル

〒

勝山

勝山
橋

勝山支店

勝山
サンプラザ

勝山市役所

Ｊ
Ｒ
越
美
北
線

越
前
大
野
駅

大野城 七間通り

五
番
通
り

北大野

イーザ

365日稼動

365日稼動

365日稼動

365日稼動

365日稼動

365日稼動 丸岡支店

みつわ
九頭龍店

ヴィオ

リブレ

大野支店

あわら市

丸岡町

勝山市

永平寺町

大野市

春江町･坂井町

三国町

芦
原
街
道

え
ち
ぜ
ん
鉄
道

8

157

157

158

305

305

416

九
頭
竜
川

西
環
状
線

え
ち
ぜ
ん
鉄
道

丸岡城

本
町
通
り

消防署

ジョイマート丸岡

金津庁舎

三国総合支所

丸岡総合支所

県立大

■キャッシュコーナーのご案内
あわら市･坂井市･吉田郡

店舗内 機種 365日 平日 土曜 日曜 祝日
春江支店
三国支店
金津支店
丸岡支店
松岡支店

ATM
ATM
ATM
ATM
ATM

◎

◎
◎

8:00～21:00
9:00～18:00
8:00～21:00
8:00～21:00
9:00～18:00

9:00～19:00

9:00～19:00
9:00～19:00

9:00～19:00

9:00～19:00
9:00～19:00

9:00～19:00

9:00～19:00
9:00～19:00

勝山市･大野市

ショッピングセンター･スーパー 機種 365日 平日 土曜 日曜 祝日
アミ
PLANT-2
イーザ
ユース金津店前
ジョイマート丸岡
ラッキー

CD
ATM
ATM
CD
CD
CD

◎
◎

8:00～21:00
9:00～21:00
8:00～21:00
10:00～19:00
9:00～21:00
8:00～21:00

9:00～17:00
9:00～19:00
9:00～19:00
10:00～17:00
9:00～17:00
9:00～17:00

9:00～17:00
9:00～19:00
9:00～19:00
10:00～17:00
9:00～17:00
9:00～17:00

9:00～17:00
9:00～19:00
9:00～19:00
10:00～17:00
9:00～17:00
9:00～17:00

その他の施設 機種 365日 平日 土曜 日曜 祝日
福井大学附属病院
福井大学附属病院内

ATM
CD

9:00～19:00
9:00～17:00

9:00～17:00
9:00～17:00

店舗内 機種 365日 平日 土曜 日曜 祝日
鯖江支店
神明支店
鯖江東支店
今立支店
武生支店
武生北支店
村国支店
武生南支店
シピイ支店
越前支店

ATM
ATM
ATM
ATM
ATM
ATM
ATM
ATM
ATM
ATM

◎
◎
◎
◎
◎

◎

8:00～21:00
8:00～21:00
8:00～21:00
8:00～21:00
8:00～21:00
9:00～18:00
9:00～18:00
9:00～18:00
8:00～21:00
9:00～18:00

9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00

9:00～19:00

9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00

9:00～19:00

9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00

9:00～19:00

ショッピングセンター･スーパー 機種 365日 平日 土曜 日曜 祝日
アル･プラザ鯖江
ユース東鯖江店前
ワイプラザ鳥羽
アル･プラザ武生
エスカモール武生楽市
みつわ武生店

ATM
CD
CD
CD
CD
ATM

◎

◎

10:00～20:00
8:00～21:00
9:30～21:00
10:00～20:00
8:00～21:00
9:00～20:00

10:00～19:00
9:00～17:00
9:30～17:00
10:00～17:00
9:00～17:00
9:00～19:00

10:00～19:00
9:00～17:00
9:30～17:00
10:00～17:00
9:00～17:00
9:00～19:00

10:00～19:00
9:00～17:00
9:30～17:00
10:00～17:00
9:00～17:00
9:00～19:00

その他の施設 機種 365日 平日 土曜 日曜 祝日
鯖江市役所
広瀬病院
越前市役所前
武生商工会議所

CD
ATM
CD
ATM

9:00～17:30
9:00～18:00
9:00～19:00
9:00～19:00

9:00～17:00
9:00～17:00
9:00～17:00 9:00～17:00 9:00～17:00

店舗内 機種 365日 平日 土曜 日曜 祝日
勝山支店
大野支店

ATM
ATM

◎
◎

8:00～21:00
8:00～21:00

9:00～19:00
9:00～19:00

9:00～19:00
9:00～19:00

9:00～19:00
9:00～19:00

ショッピングセンター･スーパー 機種 365日 平日 土曜 日曜 祝日
勝山サンプラザ
ヴィオ
みつわ九頭龍店
リブレ

CD
CD
ATM
CD

◎

10:00～20:00
8:00～21:00
9:00～20:00
9:30～21:00

10:00～17:00
9:00～17:00
9:00～19:00
9:30～17:00

10:00～17:00
9:00～17:00
9:00～19:00
9:30～17:00

10:00～17:00
9:00～17:00
9:00～19:00
9:30～17:00

その他の施設 機種 365日 平日 土曜 日曜 祝日
勝山市役所 CD 9:00～18:00

丹南

福
鉄
福
武
線

神明

Ｊ
Ｒ
北
陸
線

警察署
北
陸
自
動
車
道

日
野
川
饗陽会館

鯖
江
イ
ン
タ
ー

めがね会館

鯖
江
駅

本
町
通
り

西鯖江

北
鯖
江
駅

西山公園

浅水川

アル･プラザ鯖江

鯖江市役所

鯖江支店

鯖江東支店

ユース
　東鯖江店前

広瀬病院

ワイプラザ鳥羽

越前支店

今立支店

神明支店

越前総合事務所

くりや海水浴場

越
前
海
岸

今立総合支所

岡
太
神
社

花
筺
公
園

和紙の里会館

日
野
川

保険センター

武
生
イ
ン
タ
ー

北
陸
自
動
車
道

Ｊ
Ｒ
北
陸
線

福
鉄
福
武
線

西武生 豊橋

万代橋

日野橋

武生新

国民生活金融公庫

武生工高

警察署

武
生
駅

みつわ武生店

武生北支店

村国支店

シピイ支店
越前市役所前

武生支店

武生南支店

武生商工会議所

エスカモール
武生楽市

365日稼動
365日稼動

365日稼動

365日稼動
365日稼動

365日稼動

365日稼動

365日稼動

アル･プラザ武生

8

8

365

305

417

8

417

鯖江市 越前町

粟田部町

越前市

中央中学校

菊人形

コーポレートデータコーポレートデータ
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店舗内 機種 365日 平日 土曜 日曜 祝日
敦賀支店
敦賀西支店
美浜支店
三方支店
上中支店
小浜支店
東小浜支店
高浜支店

ATM
ATM
ATM
ATM
ATM
ATM
ATM
ATM

◎
◎
◎

◎
◎
◎
◎

8:00～21:00
8:00～21:00
8:00～21:00
9:00～18:00
8:00～21:00
8:00～21:00
8:00～21:00
8:00～21:00

9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00

9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00

9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00

9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00

9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00

9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～19:00

ショッピングセンター･スーパー 機種 365日 平日 土曜 日曜 祝日
アル･プラザ敦賀
ポー･トン
ワイプラザグルメ館敦賀店
レピア
PLANT-2上中
つばき回廊
ママーストアー西津店
サニーマート南店

CD
ATM
CD
ATM
CD
CD
CD
ATM

◎

◎

◎

9:30～20:00
9:30～20:00
8:00～21:00
10:00～19:00
9:00～21:00
10:00～19:30
9:30～21:00
8:00～21:00

9:30～17:00
9:30～19:00
9:00～17:00
10:00～19:00
9:00～17:00
10:00～17:00
9:30～17:00
9:00～19:00

9:30～17:00
9:30～19:00
9:00～17:00
10:00～19:00
9:00～17:00
10:00～17:00
9:30～17:00
9:00～19:00

9:30～17:00
9:30～19:00
9:00～17:00
10:00～19:00
9:00～17:00
10:00～17:00
9:30～17:00
9:00～19:00

その他の施設 機種 365日 平日 土曜 日曜 祝日
敦賀市役所
市立敦賀病院
小浜市役所
公立小浜病院

CD
CD
CD
CD

9:00～18:00
9:00～18:00
9:00～17:00
9:00～19:00 9:00～17:00

店舗内 機種 365日 平日 土曜 日曜 祝日
小松支店
金沢支店

ATM
ATM

9:00～19:00
9:00～19:00

9:00～17:00
9:00～17:00

9:00～17:00
9:00～17:00

9:00～17:00
9:00～17:00

その他の施設 機種 365日 平日 土曜 日曜 祝日
西インターテルメ金沢 ATM 9:00～19:00 9:00～17:00 9:00～17:00

嶺南 石川県

店舗内 機種 365日 平日 土曜 日曜 祝日
舞鶴支店
東舞鶴支店
京都支店

ATM
ATM
ATM

9:00～19:00
9:00～19:00
9:00～17:00

9:00～17:00
9:00～17:00

9:00～17:00
9:00～17:00

9:00～17:00
9:00～17:00

ショッピングセンター･スーパー 機種 365日 平日 土曜 日曜 祝日
フクヤ白鳥店
らぽーる

ATM
ATM ◎

10:00～19:00
10:00～20:00

10:00～17:00
10:00～19:00 10:00～19:00 10:00～19:00

その他の施設 機種 365日 平日 土曜 日曜 祝日
西駅交流センター ATM 8:00～21:00 9:00～17:00 9:00～17:00 9:00～17:00

京都府

三
方
駅 

三方庁舎 
郷土資料館 

三方湖 

三方支店 

市立敦賀病院 

敦賀西支店 敦賀支店 

敦賀市役所 

美浜支店 

アル・プラザ敦賀 

ワイプラザグルメ館敦賀店 

ポー・トン 

レピア 

上中駅 JR
小
浜
線
 

PLANT-2上中 
上中庁舎 上中支店 

気比神宮 

昭和町交差点 

粟野中学校 

笙
の
川 

敦賀湾 

気比の松原 

東洋紡 

敦
賀
駅
 

サンピア敦賀 

Ｊ
Ｒ
北
陸
線 

高浜町役場 

城山公園 

若狭湾 

若狭高浜駅 JR小浜線 

高浜支店 

サニーマート南店 

若狭湾 

美浜
駅 
若狹
梅街
道 

JR小
浜線
 

小浜駅 

東小浜駅 

JR小浜線 

小浜湾 

めのう会館 

遊覧船のりば 北川 

南川 

つばき回廊 

小浜支店 

ママーストアー西津店 

東小浜支店 

小浜市役所 
公立小浜病院 

365日稼動 

365日稼動 
365日稼動 

365日稼動 

365日稼動 

365日稼動 

365日稼動 

365日稼動 

365日稼動 

365日稼動 

8

27

27

27

27

162

162

27

162

27

303

若狹町 

若狹町 

美浜町 

高浜町 

小浜市 

敦賀市 

美浜町役場 

Ｊ
Ｒ
小
浜
線 

文化会館 

犀川 

犀川大橋 

長田本町北交差点 
広岡交差点 

金
沢
駅 

小
松
駅 

金沢西インター 

地下鉄東西線 

日土地京都ビル内 

地
下
鉄
谷
町
線 

京阪本線 

西
舞
鶴
駅 

マ
ナ
イ
商
店
街 

御池通 

押小路通 

二条通 

夷川通 

地下鉄 烏丸御池駅 

地
下
鉄 

烏
丸
線 

小松市役所 

金沢支店 

小松支店 西インター 
  テルメ金沢 

東舞鶴支店 

大阪支店 

らぽーる 

舞鶴支店 

京都支店 

西駅交流センター 東
舞
鶴
駅
 

大門三条 

白鳥街道 

大門五条 

三
条
通 

五
条
通 

大阪造幣局 

京都新聞社 

天満宮 

OMMビル 

郵政福祉天満橋ビル内（4階） 

大阪城公園 

敷島通
 

大川 

与
保
呂
川 

365日稼動 

天満橋駅 

天
満
橋 

フクヤ白鳥店 

27

27

8

8

159

金沢市 

舞鶴市 

京都市 大阪市 

舞鶴市 

小松市 

小松中央郵便局 

北陸電力 
大和 

1

60

17

県庁 

※大阪支店にキャッシュコーナー
は設置しておりません。
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■預金業務

預金の種類 しくみと特長 期間 お預け入れ金額

総合口座

普通預金
変動金利定期預金
期日指定定期預金
スーパー定期

決済用普通預金
普通預金

貯蓄預金

この通帳1冊で「貯める」「受け取る･支払う」「ふやす」「借
りる」が全部OK。自動融資は定期預金残高の90％（最高
300万円）まで自動的にご利用いただけます。また、キャッシ
ュカードでもご利用いただけます。

出し入れ自由
1年以上3年未満
最長3年
1ヵ月以上5年以内

1円以上

1万円以上

便利なサイフ代わりとして、キャッシュカード、公共料金の自動支払
い、給与･年金･配当金の自動受け取りなどのサービスがあります。

預金残高に応じて金利が高くなる預金です。普通預金との間で、自動的
に指定日に一定の金額を移動させる「スイングサービス」があります。

出し入れ自由

出し入れ自由

1円以上

1円以上

通知預金 まとまった資金の短期運用に有利です。 7日以上 5万円以上

納税準備預金 納税に備えるための預金です。お利息は非課税です。 引き出しは納税時 1円以上

当座預金 商取引の決済に小切手や手形をご利用いただくための預金です。 出し入れ自由 1円以上

期日指定定期預金
1年複利の預金です。1年据え置き後ならいつでもご指定の日にお引
き出しができます。また、ご預金の一部お引き出しもできます。

最長3年
（据置期間1年）

100円以上
300万円未満

自動継続据置型定期預金
「スーパー5（ファイブ）」

半年複利の預金です。6ヵ月据え置き後、1万円以上1円単位
で何回でもご預金の一部お引き出しができます。

最長5年
（据置期間6ヵ月）

1万円以上
1,000万円未満

変動金利定期預金
市場金利に合わせて6ヵ月ごとに金利が変わる定期預金です。
単利型（6ヵ月単利）と複利型（6ヵ月複利）があります。

1年以上3年以内 100円以上

スーパー定期 余裕資金を大きくふやす有利でお手軽な自由金利型定期預金です。 1ヵ月以上5年以内 100円以上

大口定期預金 まとまった資金を有利に確実に運用できます。 1ヵ月以上5年以内 1,000万円以上

譲渡性預金
余裕資金を有利に運用できます。
満期日前に第三者に譲渡することができます。

外貨定期預金 外貨（米ドル）の適用金利を利用して運用する預金です。

為替予約あり･予約なし
1週間以上6ヵ月以内
為替予約なし（小口）
1ヵ月･2ヵ月･3ヵ月･
4ヵ月･5ヵ月･6ヵ月

10万ドル以上

積立
定期預金

定期積金「スーパー積金」

財形預金

自動つみたて定期預金
「るん2」

積立預金
「いきいき50･100」

ゆとり積立預金
たのしみ積立預金
かんがるー60型･100型

一般財形

財形年金

財形住宅

目的に合わせて積み立てる「一括受取型」･貯めながら使える「分
割受取型」があります。キャッシュコーナーでも記帳とお積み
立てができます。

50万円または100万円を目標に積み立てていく預金です。
毎月の定額型とボーナス併用型があります。

目的に合わせて決まった金額を積み立てていく預金です。
ご予算と目標が決まったときに是非おすすめします。

目的に合わせて積み立てていく預金です。まとまった資金づ
くりに最適です。

積立の目的は自由です。給与･ボーナスからの天引きで、無理
なくお積み立てできます。

セカンドライフに向けて、積立金を年金としてお受け取りい
ただく預金です。退職後も財形住宅と合わせて550万円まで非課
税の特典があります。

マイホームの資金づくりを目的とした預金です。財形年金と
合わせて550万円まで非課税の特典があります。

一括受取型
1年以上5年以内

分割受取型
1年以上10年以内

2年･3年

1年･2年･3年･4年･
5年

5,000円以上
1,000万円未満

1万円以上

1,000円以上

6ヵ月･1年･2年･3年･
5年

1,000円以上

3年以上

5年以上

5年以上

100円以上

1千ドル以上
10万ドル未満

主な業務のご案内主な業務のご案内
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■貸出金業務

個人向けローンの種類 資金のお使いみち 期間 ご融資金額 担保

お住まいに

豊かな
暮らしに

事業
ご発展の
ために

住宅ローン
固定金利型
変動金利型
金利選択型

住宅リニューアルローン

住宅の新築･増改築資金、住宅および土地
付住宅の購入資金、土地購入･借地権の取
得資金

公的住宅貸付、民間住宅ローン（当行住宅
ローンを除く）の借り換え･リフォーム資金

1年～25年

1年～35年

1年～15年

50万円～6,000万円 土地･建物

50万円～1,000万円
（1万円単位）

10万円～700万円

必要ありません

ライフ
ローン

リフォームプラン

マイカープラン

教育プラン

住宅の増改築･修繕に関する資金、門･庭･車庫、
インテリア･浴室･キッチンなどの設備資金

自家用自動車･二輪車･カー用品の購入から
車検･修理費用など、マイカーのための資金

入学金･授業料･受験費用･仕送りなど学生
生活で必要とする資金

6ヵ月～10年

6ヵ月～7年

6ヵ月～10年
10万円～500万円

必要ありません

新フリーローン

サラリーマンローン

フリーローン
「なんでもザウルス」

カードローン
「てがるザウルス」

レジャー、旅行、電化製品、結婚、家具購
入など暮らしの資金

対象のご子弟が必要とされる進学･在学に
関する資金･借換資金

自家用自動車･二輪車･カー用品の購入資金
車検･修理費用、ガレージの新築、免許取得費用など

自家用自動車･50cc以上の二輪車･カー用
品購入、ガレージの新築、車検･修理費用、
ご利用中の車ローンの借換資金など

6ヵ月～7年

6ヵ月～5年

1年～5年

3年ごとに自動更新

10万円～300万円

10万円～200万円

10万円～200万円
（1万円単位）

10･20･30･50万円

大型カードローン
「おまかせザウルス」

カードローン
「新マイジャンプ」

2年ごとに自動更新
50万円～200万円
（10万円単位）

3年ごとに自動更新 10･20･30･50万円

学資ローン
「まなび隊！」

新オートローン

マイカーローン

「Bo～n!」

当座貸越期間及び
証書貸付期間を含め
11年6ヵ月以内

6ヵ月～7年

6ヵ月～5年

6ヵ月～7年

50万円～500万円
（10万円単位）

10万円～500万円

10万円～200万円

200万円超500万円

事業資金
ビジネスカードローン
「パワフル」

1年または2年

運転資金･設備資金･その他事業性資金

ふくほう事業者ローン
「勇士500」

ふくほう事業者ローン
「勇士500カードローン」

1年以上～5年以内

3年

必要ありません

100万円～2,000万円

50万円～500万円
（10万円単位）

各種運転資金
ふくほうビジネスローン
「勇士2000」

1年以上～5年以内
100万円～2,000万円
（10万円単位）

ローン等のご利用にあたりましては、ご利用限度額･ご返済方法･金利変動ルールなどをよくご確認のうえ、計画的

にご利用いただくことをおすすめいたします。ご相談は当行本支店の窓口で承っております。お気軽におたずねくだ

さい。

事業者向けローンの種類 資金のお使いみち 期間 ご融資金額 担保

「なんでもザウルス」
カードローン

1年ごとに自動更新
10万円～200万円
（10万円単位）

ブ ー ン
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■証券業務

取扱業務 内容
公共債の窓口販売業務

ディーリング業務

引受業務

私募債の受託･引受け

投資信託の窓口販売業務

新規に発行される公共債（国債）の募集をお取り扱いします。

既に発行されている公共債の売買（ディーリング）業務をお取り扱いします。

国や公社公団などが発行する債券を引き受け、これらの団体の資金調達に協力しています。

私募債に関わる募集の受託、担保の受託元利金の支払い及び引受けを行っています。

お客様の資金運用ニーズにお応えし、9銘柄の商品を全店の窓口で販売しています。

投資信託販売商品

取扱商品 主な投資対象

福井県応援ファンド

新光MMF

公社債投信

株式インデックスファンド225

トピックス･インデックス･オープン

DKA株式オープン

グローバル･ソブリン･オープン

DKA J-REITインデックスファンド（ビルオーナー）

チャイナ･ロード（西遊記）

国内外の債券
国内の不動産投信
国内の株式（福井県関連企業）

国内外の債券

国内の公社債

国内株式

国内株式

国内外株式

外国国債

東証上場のリート

中国市場の株式

申込期間

いつでも
購入できます

申込単位

1万円以上
1円単位

運用会社

新光投信

第一勧業アセットマネジメント

日本投信委託

野村アセットマネジメント

第一勧業アセットマネジメント

国際投信投資顧問

第一勧業アセットマネジメント

日本投信委託

■国際業務

■保険代理店業務

項目 内容

保険種類 保険商品名 引受保険会社

貿易

送金

輸出

輸入

外国向け送金

外国からの送金

輸出信用状の通知･輸出手形の買取･取立等をお取り扱いします。

輸入信用状の開設、輸入手形の決済等をお取り扱いします。

電信送金、送金小切手による送金をお取り扱いします。

外国からの送金等を当行のお取引口座にご入金します。

米ドル紙幣の販売と買取を行っています。

31種類の外国通貨と7種類の旅行小切手の販売と買取を行っています。

米ドル建の販売と買取を行っています。

米ドルなどの外国通貨による資金使途ご自由な融資を行っています。

米ドル建によるご預金の受け入れをお取り扱いします。

為替相場の変動リスクを回避するため、輸出･輸入･外貨融資･外貨預金等にかかる為替予約を行っています。

本店営業部

両替

外貨融資（インパクトローン）

外貨預金

為替先物予約

外国為替取扱店

米ドル通貨

外貨宅配サービス

旅行小切手

※上記以外の店舗では、外国為替と外貨両替のお取り次ぎを行っています。

主な業務のご案内主な業務のご案内

個人年金保険（定額）
定額年金Ｓ

マイドリーム

明治安田生命保険

日本生命保険

通貨選択型個人年金保険
（米ドル･豪ドル建）

アテナ
三井住友海上メットラ
イフ生命保険

個人年金保険（変額）

投資型年金DAⅢ

投資型年金DAプラス

ドリームセレクト

ドリームセレクト90

明治安田生命保険

日本生命保険

スマイル
T&Dフィナンシャル生
命保険

個人年金保険（変額）

たのしみVAプラス 住友生命保険

未来航路Two
三井住友海上メットラ
イフ生命保険

一時払い終身保険

ロングドリーム

ふるはーとＳ

ふるはーとファイブ

日本生命保険

住友生命保険

住宅ローン関連火災保険

ホームライフ

フルハウス

ハウスオーナーズフィット

ホームPlus

三井住友海上火災保険

日本興亜損害保険

損害保険ジャパン

あいおい損害保険

保険種類 保険商品名 引受保険会社
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■各種サービス業務など

サービスの種類 内容

キャッシュサービス
当行及び郵便局のキャッシュコーナーで、ご預金のお預け入れ、お引き出し、残高照会ができます。また、MICS 加
盟行（全国の都市銀行･信託銀行･地方銀行･第二地方銀行･信用金庫･信用組合･労働金庫･JA）のキャッシュコーナー
でお引き出し、残高照会ができます。

自動支払いサービス
公共料金、税金、授業料、ローン返済金、クレジットの決済代金、各種保険料などをご指定の口座から自動的に引き
落としてお支払いします。

給与振込サービス

自動振替サービス

自動送金サービス

自動振込サービス

自動集計サービス

メールオーダーサービス

署名判印刷サービス

毎月の給与･ボーナスのお受け取りにご利用いただけます。

毎月決まった日に、決まった金額を積立定期預金などにご入金します。

仕送りや家賃などの定期的なご送金をご指定の口座から自動的に行います。

国民年金･厚生年金などの各種年金や退職金･配当金などをご指定の口座でお受け取りいただけます。

通帳の1ヵ月間の入金合計額と出金合計額、及びその差額を毎月ご指定の日に自動計算して通帳に記入いたします。

「公共料金自動支払い」「住所変更届」「WEBバンキングサービス」を郵送でお申し込みいただけます。

お客様の手形･小切手の署名判を事前にお振出人欄に印刷するサービスです。

ファームバンキングサービス
お客様が保有するコンピュータ･パソコンなどのメディアと銀行のコンピュータを通信回線で接続することで、会社に
いながら残高･入出金などの明細に関するご照会やご通知、お振込み、お振替の資金移動サービスをご利用いただけま
す。

ファクシミリ自動通知サービス ファクシミリで振込入金や入出金などのご通知やご照会をご利用いただけます。

WEB バンキングサービス
パソコンや iモード、EZweb 、ボーダフォンライブ! 対応の携帯電話で残高照会やお振込み、お振替などをご利用いただけ
ます。【福邦銀行インターネットバンキングセンター： 0120-898294 携帯電話･PHSの方は（0776）25-5143】

法人WEBバンキングサー
ビス

法人･個人事業主のお客様を対象としたインターネットサービスです。パソコンで残高照会やお振込み、お振替などをご利
用いただけます。【福邦銀行インターネットバンキングセンター： 0120-898294】

信託契約代理業務
お客様の財産運用や管理業務のニーズにお応えするため「信託契約代理店方式」により中央三井信託銀行、三井アセ
ット信託銀行を代理店として信託業務をお取り扱いしています。

デビットカードサービス
「J-Debit（ジェイデビット）」の表示があるお店で、お買物やサービス代金を当行のキャッシュカードを利用してお支払
いいただけます。

ご送金（内国為替）

代金のお取立て

夜間金庫

保護預かり

金の取り扱い

宝くじ

全国の金融機関とオンライン通信網を結び、お振込みや送金を行います。

受取手形や小切手の保管･代金取立･期日管理のお引き受け、配当金領収書、公社債利札をお取り扱いします。

当行の閉店後や休日に、お店の売上代金をお預かりして翌営業日にご指定の口座に入金します。

お手持ちの公社債･株券等の有価証券及び諸証券類をお預かりします。

当行の窓口で金証券（保護預かり）と金地金（現物）をお取り扱いします。

当行鯖江東支店の窓口でご購入いただけます。

インターネットホームぺージ
当行の経営に関する情報、商品やキャンペーンのご案内、リクルート情報などをホームぺージでお届けしています。
アドレス http://www.fukuho.co.jp

年金友の会

税務相談会

当行で年金をお受け取りの方なら、どなたでも会員になれます。楽しいサークルにお友達もお誘いください。

定期的に無料の税務相談を行っています。お気軽に店頭でお申込みください。

■金融商品の販売等に関する勧誘方針
福邦銀行は、次の項目を遵守し、金融商品の適正な勧誘に努めます。
● お客様の知識、経験、財産の状況に照らし、適切な商品の勧誘を行います。
● お客様にとって不都合な時間帯やご迷惑な場所などで勧誘を行いません。
● お客様ご自身のご判断でお取引いただけるよう、商品内容やリスク内容等重要な事項について十分理解していただ

くよう努めます。
● 断定的判断を提供したり事実でない情報を提供するなど、お客様の誤解を招くような勧誘は行いません。
● お客様に適正な勧誘が行えるよう研修体制の充実や内部管理体制の整備に努めます。
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主な業務のご案内主な業務のご案内

■主な手数料
CD･ATM利用手数料

平日

出　金

入　金

振　替
通帳記入
残高照会

当　行
提携行
郵　貯
当　行
提携行
郵　貯
当　行
当　行

ご利用時間

ご利用時間

ご利用時間

8:00 8:45

210円

210円

無料
105円
105円
無料

105円
105円
無料
無料
無料

105円
210円
210円

210円
210円

18:00

9:00 14:00 17:00 19:00

9:00 17:00 19:00

21:00

土曜

出　金

入　金

振　替
通帳記入
残高照会

当　行
提携行
郵　貯
当　行
提携行
郵　貯
当　行
当　行

105円

105円
210円

210円

210円
無料

210円
無料
無料
無料

日曜
祝日

出　金

入　金

振　替
通帳記入
残高照会

当　行
提携行
郵　貯
当　行
提携行
郵　貯
当　行
当　行

105円
210円

210円
無料

210円
無料
無料
無料

210円

手形帳･小切手帳関係手数料
手形帳
手形帳（イメージ印字登録先）
小切手帳
小切手帳（イメージ印字登録先）
マル専口座開設
マル専手形用紙
保証小切手
イメージ印字（初回申込時及び記名判変更時のみ）

1冊（50枚）
1冊（50枚）
1冊（50枚）
1冊（50枚）
1件
1枚
1枚

1,575円
1,785円
1,050円
1,260円
3,150円
525円
525円

5,250円

両替手数料
お持ち帰りまたはご持参枚数（1件あたり） 手数料

100枚以下
101枚～300枚
301枚～1,000枚
1,001枚以上

無料
105円
315円

1,000枚ごとに315円を加算

貸出関係手数料

不動産担保取扱手数料
設定･一部抹消･変更等 1件

1件

担保差入証手数料
火災保険等確定日付手数料（実費700円は別途徴求）

登記留保
保留地担保権設定

31,500円

融資取扱手数料
（消費資金の証書貸付）

無担保･無保証会社
住宅リニューアルローン
保証付無担保消費者ローン

1件 5,250円
1件 10,500円
1件 1,050円

52,500円

担保差入証徴求時 1件 1,050円
1件 1,050円

内国為替手数料

3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上

3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上
1口
1口
1口　
1通
1通
1通
1通
1通
1通
1通
1通
1件
1通
1件

420円
630円
840円
210円
420円
630円
840円
420円
630円
210円
630円

1,575円
630円

1,575円

210円
420円
315円
525円
630円
840円
105円
315円
210円
420円
420円
630円
無料
無料
無料
無料

315円
525円

無料
無料

105円
315円
315円
525円

振込

送金

取立

代金取立

そ
の
他

窓口利用

ATM利用

WEB
バンキング
（インターネット、
携帯電話）

利用

当行宛

他行宛

当行宛

他行宛

同一店内

本･支店

同一店内

本･支店

種 類 手数料

当行宛

他行宛

同一店内

本･支店

3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上
3万円未満
3万円以上

無料
無料

105円
315円
315円
525円

法人WEB
バンキング
利用

当行宛

他行宛

同一店内

本･支店

FB利用

当行本･支店
普通扱（送金小切手）
電信扱
当所

当行本･支店宛
他所 普通扱

他行宛
至急扱

代払交換持出分
上記以外のクーポン券

他行宛

クーポン券

商業･担保手形当所取立
不渡手形返却料
取立手形組戻料
取立手形店頭呈示料
送金･振込の組戻料

当行宛

他行宛

同一店内

本･支店

その他の手数料
通帳･証書･カード再発行

残高証明書

夜間金庫月額基本手数料
夜間金庫専用入金帳
保護預かり（封緘）
保護預かり（被封緘）
国債保護預かり
テレホン照会サービス
ファクシミリ照会サービス
パソコン（スーパーパソコン）サービス
WEBバンキングサービス

法人WEBバンキングサービス

1冊（枚）
継続発行 1通
都度発行 1通
監査法人向け発行 1通
月間
1冊（50枚）
年間
年間
年間
月額（基本料金）
月額（基本料金）
月額（基本料金）
月額（基本料金）
照会･資金移動
月額（基本料金）

1,050円
420円
525円

1,050円
4,200円
4,200円
3,780円
7,560円
1,260円
525円

1,050円
3,150円
105円

1,050円
※上記手数料には消費税相当額が含まれています。
※手数料の詳細につきましては、当行窓口でご確認ください。
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■平成17年度の業績等の概要

（金融経済環境）

平成17年度におけるわが国経済を顧みますと、国内景

気は、企業収益の改善を背景に設備投資が増加するな

か、雇用環境の改善を反映して個人消費が底堅く推移

するなど、着実に回復していく展開となりました。

また、当行グループの主たる営業基盤である福井県内

の景況につきましては、緩やかな持ち直しの動きが見

られましたが、生産活動の一部で弱い動きが続くなど、

原油･素材価格上昇の影響もあり、まだ厳しさの残る

展開でした。

この間の金融情勢につきましては、ペイオフが全面解

禁され、金融改革が加速化するなか、日経平均株価が

17,000円台を回復し、また、日銀の量的緩和政策が

解除されました。

（経営方針）

（1）経営の基本方針

当行グループ（当行及び当行の関係会社）は、「地域社

会への貢献」･「健全なる経営」･「活力ある職場」を経

営理念として、常にお客様の立場になって考え行動す

ることを原点に、「信頼第一の銀行（グループ）」を目指

しております。

（2）中長期的な経営戦略

当行では、金融環境の激しい変革に柔軟に対応し、地

域のお客様に最適な金融サービスを提供するため、地

域に根差した営業体制を強化し、収益性の高い健全な

経営体質を構築する事を基本に第六次中期経営計画

“ふくほうSpirit”を策定し、平成16年４月から実施

しております。

（業績）

当行及び連結子会社等3社は、「健全な経営体質の構

築」を基本方針として、役職員一体となって積極的に

業務に取り組んだ結果、平成17年度の連結ベースで

は、次のような業績を収めることができました。

主要勘定につきましては、預金は、多様化するお客様

の資金運用ニーズに積極的にお応えするため、投資信

託等の預かり資産の増強に注力した結果、前期末比72

億65百万円減少して、期末残高は4,346億19百万円

となりました。

また、貸出金は中小企業向け融資や消費者ローンの増

強に積極的に取り組みましたが、事業性資金需要の低

迷と不良債権の最終処理の実施等により、前期末比20

億33百万円減少して、期末残高は3,450億21百万円

となりました。

有価証券は前期末比18億22百万円減少して、期末残

高は958億12百万円となりました。

経常収益は、貸出金や有価証券の利息収入の増加や、

預かり資産の積み上げによる役務取引等収益の増加に

より、前期比4億80百万円増加して120億50百万円

となりました。また、経常費用は資金調達費用の削減

に取り組んだことに加え、不良債権処理損失が大幅に

減少したことにより、前期比1億38百万円減少し98

億10百万円となりました。

経常利益は前期比6億18百万円増加して22億39百万

円となり、当期純利益は前期比4億16百万円増加し

て7億33百万円となりました。

（キャッシュ･フロー）

連結キャッシュ･フローにつきましては、営業活動によ

るキャッシュ･フローは、預金の減少等を主因に前期比

71億84百万円減少して、△73億30百万円となりま

した。投資活動によるキャッシュ･フローは、有価証券

の売却による収入の増加を主因に前期比57億17百万

円増加し、14億87百万円となりました。財務活動に

よるキャッシュ･フローは、親会社の配当金支払等によ

り△1億62百万円となりました。全体で現金及び現金

同等物の期末残高は、前期比60億4百万円減少して、

139億11百万円となりました。

連結情報連結情報



34

■主要な経営指標等の推移（連結）

連結経常収益
連結経常利益
連結当期純利益
連結純資産額
連結総資産額
1株当たり純資産額（円）
1株当たり当期純利益（円）
潜在株式調整後1株当たり当期純利益（円）
連結自己資本比率（国内基準）（％）
連結自己資本利益率（％）
連結株価収益率（倍）
営業活動によるキャッシュ･フロー
投資活動によるキャッシュ･フロー
財務活動によるキャッシュ･フロー
現金及び現金同等物の期末残高
従業員数（人）
〔外、平均臨時従業員数〕

平成13年度
11,959
553
185

22,048
470,775
693.54
5.83
―

8.57
0.86
77.18
27,707

△22,850
△162
15,509
582

〔 87〕

平成14年度
11,863
1,186
273

22,343
461,361
705.62
7.97
―

8.82
1.23
56.46

△6,506
14,374
△163
23,215
575

〔 84〕

平成15年度
11,673
254
226

22,135
469,326
698.09
6.53
―

8.94
1.01
68.91
8,618

△7,220
△161
24,452
571

〔 86〕

平成16年度
11,569
1,620
316

22,635
475,530
713.49
9.24
―

9.03
1.41
48.70
△145

△4,229
△161
19,915
581

〔 85〕

平成17年度
12,050
2,239
733

23,512
467,505
739.87
22.32

―
9.43
3.17
20.16

△7,330
1,487
△162
13,911
557

〔 92〕

（単位：百万円）

（注）1．当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
2．平成13年度の1株当たり当期純利益は、期中平均株式数（「自己株式」及び「子会社の所有する親会社株式」を除く）により算出しております。
3．平成14年度から、「1株当たり純資産額」及び「1株当たり当期純利益」（以下、「1株当たり情報」という。）の算定に当たっては、「1株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第
2号）及び「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第4号）を適用しております。
また、これら1株当たり情報の算定上の基礎は、連結財務諸表注記事項の「1株当たり情報」に記載しております。

4．潜在株式調整後1株当たり当期純利益は、潜在株式がないので記載しておりません。
5．連結自己資本比率は、銀行法第14条の2の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式に基づき作成しております。なお、当行は国内基準を採用しております。

■連結自己資本比率（国内基準）

基本的項目

補完的項目

控除項目
自己資本額

リスク･アセット等

連結自己資本比率（国内基準）＝　　×100（％）

資本金
うち非累積的永久優先株

新株式申込証拠金
新株式払込金
資本剰余金
利益剰余金
連結子会社の少数株主持分
うち海外特別目的会社の発行する優先出資証券

その他有価証券の評価差損（△）
自己株式申込証拠金
自己株式払込金
自己株式（△）
為替換算調整勘定
営業権相当額（△）
企業結合により計上される無形固定資産相当額（△）
連結調整勘定相当額（△）
繰延税金資産の控除前の基本的項目計（上記各項目の合計額）
繰延税金資産の控除金額（△）

うちステップ･アップ金利条項付の優先出資証券
土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の45 ％相当額
一般貸倒引当金
負債性資本調達手段等
うち永久劣後債務
うち期限付劣後債務及び期限付優先株

うち自己資本への算入額
控除項目
（Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ）
資産（オン･バランス）項目
オフ･バランス取引項目

計（A）

計
（B）
（C）
（D）

計（E）

平成16年度末
4,300

―
―

3,256
12,802

―
―
―
―

48
―
―

―

20,310
―

896
2,439

―
―
―

3,335
2,471

―
22,782
247,131
4,909

252,040
9.03

（単位：百万円）

D
E

連結自己資本比率の算定に関して、外部監査を受けております。

■セグメント情報
事業の種類別セグメント情報／連結会社は銀行業以外に一部で業務代行、労働者派遣、信用保証等の事業を営んでおりま
すが、それらの事業の全セグメントに占める割合が僅少であるため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。
所在地別セグメント情報／全セグメントの経常収益の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦の割合がい
ずれも100％であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。
国際業務経常収益／国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。

連結情報連結情報

平成17年度末
4,300

―
―

3,256
13,374

―
―
―
―

24
―
―
―
―
―
―

20,906
―

879
2,088

―
―
―

2,967
2,423

―
23,330
242,930
4,219

247,149
9.43
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■連結貸借対照表
資産の部

現金預け金
コールローン及び買入手形
商品有価証券
金銭の信託
有価証券
貸出金
外国為替
その他資産
動産不動産
繰延税金資産
支払承諾見返
貸倒引当金
資産の部合計

科目 平成16年度
（平成17年3月31日現在）

19,945
558
65
―

97,634
347,055

323
2,794
6,351
3,683
5,181

△8,063
475,530

（単位：百万円）

■連結損益計算書

経常収益
資金運用収益
貸出金利息
有価証券利息配当金
コールローン利息及び買入手形利息
買現先利息
預け金利息
その他の受入利息

役務取引等収益
その他業務収益
その他経常収益

経常費用
資金調達費用
預金利息
譲渡性預金利息
コールマネー利息及び売渡手形利息
その他の支払利息

役務取引等費用
その他業務費用
営業経費
その他経常費用
貸倒引当金繰入額
その他の経常費用

経常利益
特別利益
動産不動産処分益
償却債権取立益
その他の特別利益

特別損失
動産不動産処分損
その他の特別損失

税金等調整前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
少数株主利益
当期純利益

科目

11,569
9,220
8,002
1,178
12
1
0
25

1,106
553
688

9,948
356
348
2
0
4

879
134

6,612
1,966
1,673
292

1,620
26
4
1
20
148
28
119

1,498
408
773
―

316

（単位：百万円）

負債、少数株主持分及び資本の部

預金
譲渡性預金
外国為替
その他負債
賞与引当金
退職給付引当金
再評価に係る繰延税金負債
支払承諾
負債の部合計
少数株主持分
資本金
資本剰余金
利益剰余金
土地再評価差額金
その他有価証券評価差額金
自己株式
資本の部合計
負債、少数株主持分及び資本の部合計

科目 平成16年度
（平成17年3月31日現在）

441,885
1,200

1
2,195
402

1,222
805

5,181
452,895

―
4,300
3,256
12,906
1,186
1,034
△48

22,635
475,530

平成17年度
（平成18年3月31日現在）

13,941
352
4

1,000
95,812
345,021

461
3,076
6,210
2,033
4,749

△5,158
467,505

平成17年度
（平成18年3月31日現在）

434,619
650
―

1,460
402

1,189
922

4,749
443,993

―
4,300
3,256
13,479
1,030
1,469
△24

23,512
467,505

（単位：百万円）

平成16年度
平成16年4月1日から
平成17年3月31日まで（ ）

12,050
9,545
8,064
1,461
17
0
0
1

1,339
375
789

9,810
267
263
1
―
3

898
792

6,635
1,216
826
389

2,239
10
―
7
2
40
40
0

2,208
20

1,454
―

733

平成17年度
平成17年4月1日から
平成18年3月31日まで（ ）

■連結剰余金計算書

資本剰余金期首残高
資本剰余金期末残高
利益剰余金期首残高
利益剰余金増加高
当期純利益
土地再評価差額金取崩額

利益剰余金減少高
配当金
役員賞与

利益剰余金期末残高

科目

3,256
3,256
12,727
357
316
40
178
158
19

12,906

（単位：百万円）

平成16年度
平成16年4月1日から
平成17年3月31日まで（ ）

3,256
3,256
12,906
755
733
22
182
158
23

13,479

平成17年度
平成17年4月1日から
平成18年3月31日まで（ ）
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■連結キャッシュ･フロー計算書

1.営業活動によるキャッシュ･フロー
税金等調整前当期純利益
減価償却費
持分法による投資損益（△）
貸倒引当金の増加額
賞与引当金の増加額
退職給付引当金の増加額
資金運用収益
資金調達費用
有価証券関係損益（△）
為替差損益（△）
動産不動産処分損益（△）
貸出金の純増（△）減
預金の純増減（△）
譲渡性預金の純増減（△）
コールローン等の純増（△）減
外国為替（資産）の純増（△）減
外国為替（負債）の純増減（△）
資金運用による収入
資金調達による支出
その他

小 計
法人税等の支払額
営業活動によるキャッシュ･フロー

2.投資活動によるキャッシュ･フロー
有価証券の取得による支出
有価証券の売却による収入
有価証券の償還による収入
関連会社株式の売却による収入
金銭の信託の増加による支出
動産不動産の取得による支出
動産不動産の売却による収入
投資活動によるキャッシュ･フロー

3.財務活動によるキャッシュ･フロー
配当金支払額
自己株式の取得による支出
財務活動によるキャッシュ･フロー

4.現金及び現金同等物に係る換算差額
5.現金及び現金同等物の増加額
6.現金及び現金同等物の期首残高
7.現金及び現金同等物の期末残高

平成16年度
平成16年4月1日から
平成17年3月31日まで（ ）

1,498
158
7

△282
△21
114

△9,220
356

△853
0
23

△7,143
10,680
△2,600
△410
△25
△3

9,321
△284
△146
1,168

△1,313
△145

△80,324
62,100
14,026

―
―

△167
135

△4,229

△158
△3

△161
0

△4,537
24,452
19,915

平成17年度
平成17年4月1日から
平成18年3月31日まで（ ）

2,208
147
△9

△2,904
0

△33
△9,545

267
△309
△0
40

2,033
△7,265
△550
206

△138
△1

9,649
△558
△546

△7,311
△18

△7,330

△61,338
50,544
13,324

1
△1,000
△72
28

1,487

△158
△3

△162
0

△6,004
19,915
13,911

（単位：百万円）

連結情報連結情報

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
（平成17年度）
１．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社　　２社

主要な連結子会社名は、「関係会社の状況（23ページ）」に記載し
ているため省略しました。

（2）非連結子会社
該当ありません。

２．持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用の非連結子会社

該当ありません。
（2）持分法適用の関連会社　　１社

福邦カード株式会社
（3）持分法非適用の非連結子会社

該当ありません。
（4）持分法非適用の関連会社

該当ありません。
３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は次のとおりであります。
３月末日　　２社

４．会計処理基準に関する事項
（1）商品有価証券の評価基準及び評価方法

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法
により算定）により行っております。

（2）有価証券の評価基準及び評価方法
（イ）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法に

よる償却原価法（定額法）、その他有価証券のうち時価のあるもの
については、連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価
は主として移動平均法により算定）、時価のないものについては、
移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法に
より処理しております。

（ロ）有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託
財産として運用されている有価証券の評価は、時価法により行っ
ております。

（3）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

（4）減価償却の方法
① 動産不動産
当行の動産不動産は、定率法（ただし、平成10年４月１日以後
に取得した建物（建物附属設備を除く。）については定額法）を
採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物：３年～５０年
動産：２年～２０年
連結子会社の動産不動産については、資産の見積耐用年数に基
づき、主として定率法により償却しております。

② ソフトウェア
自社利用のソフトウェアについては、当行及び連結子会社で定め
る利用可能期間（主として５年）に基づく定額法により償却し
ております。

（5）貸倒引当金の計上基準
当行の貸倒引当金は、予め定めている償却･引当基準に則り、次の
とおり計上しております。
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以
下「破綻先」という。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債
務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下
のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処
分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額
を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後
経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債権につ
いては、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可
能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に
判断し必要と認める額を計上しております。上記以外の債権につい
ては、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等
に基づき計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資
産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果
を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っており
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ます。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保･保証付債権等について
は、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められ
る額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額し
ており、その金額は4,839百万円であります。

（6）賞与引当金の計上基準
賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対
する賞与の支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上
しております。

（7）退職給付引当金の計上基準
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計
年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要
額を計上しております。また、数理計算上の差異の費用処理方法は
以下のとおりであります。
数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存
勤務期間内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額
を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理

（8）外貨建資産･負債の換算基準
当行の外貨建資産･負債については、主として連結決算日の為替相
場による円換算額を付しております。

（9）リース取引の処理方法
当行及び国内連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス･リース取引については、通常の
賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

（10）消費税等の会計処理
当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税
抜方式によっております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用
しております。

６．利益処分項目の取扱い等に関する事項
連結剰余金計算書は、連結会計期間において確定した利益処分に基づ
いて作成しております。

７．連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲
連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対照表
上の「現金預け金」のうち現金、預入期間が３か月以内の預け金及び
日本銀行への預け金であります。

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更（平成17年度）
（固定資産の減損に係る会計基準）
固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に
関する意見書」（企業会計審議会平成14年8月9日））及び「固定資産の減
損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第6号平成15年10
月31日）を当連結会計年度から適用しておりますが、これによる税金等調
整前当期純利益に与える影響はありません。
なお、資産のグルーピングの方針は、管理会計上の最小区分である営業店単
位でグルーピングを行っております。

注記事項（平成17年度）
（連結貸借対照表関係）
1. 貸出金のうち、破綻先債権額は932百万円、延滞債権額は11,236百
万円であります。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続し
ていることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込み
がないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った
部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税
法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3号のイからホま
でに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であ
ります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及
び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予
した貸出金以外の貸出金であります。

2. 貸出金のうち、3ヵ月以上延滞債権額は179百万円であります。
なお、3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の
翌日から3月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当
しないものであります。

3. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は6,400百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ること
を目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権

放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、
延滞債権及び3ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。

4. 破綻先債権額、延滞債権額、3ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和
債権額の合計額は18,750百万円であります。
なお、上記1.から4.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ
ります。

5. 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及
び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24
号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた
商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由
に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、11,477百万
円であります。

6. 担保に供している資産は次のとおりであります。
為替決済、資金決済、地方公共団体収納代理取引、日銀共通取引等の
担保あるいは裁判供託金の代用として、有価証券13,519百万円及び
預け金10百万円を差し入れております。
また、動産不動産のうち保証金権利金は204百万円であります。

7. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの
融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反
がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約でありま
す。これらの契約に係る融資未実行残高は、38,536百万円であります。
このうち契約残存期間が1年以内のものが36,369百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるた
め、融資未実行残高そのものが必ずしも将来のキャッシュ･フローに影
響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の
変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、実行申し込みを
受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が
付けられております。
また、契約時において必要に応じて不動産･有価証券等の担保を徴求す
るほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況
等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じ
ております。

8. 土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）に
基づき、当行の事業用土地の再評価を行い、評価差額については、当該
評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負
債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として資
本の部に計上しております。
再評価を行った年月日　平成11年3月31日
同法律第3条第3項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令第119
号）第2条第3号に定める土地課税台帳に登録されている価格に基づい
て、奥行価格補正等合理的な調整を行って算出。
同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末
における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計
額との差額 1,887百万円

9. 動産不動産の減価償却累計額 4,125百万円
10.動産不動産の圧縮記帳額 66百万円

（平成17年度圧縮記帳額 － 百万円）
11.当行の発行する株式の総数
普通株式 60,000千株
発行済株式総数
普通株式 31,800千株

12.連結会社及び持分法を適用した関連会社が保有する当行の株式の数
普通株式 55千株

（連結キャッシュ･フロー計算書関係）
現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の
金額との関係
平成18年3月31日現在

現金預け金勘定 13,941百万円
預入期間が３ヵ月超の定期預け金 △30百万円
現金及び現金同等物 13,911百万円
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（1株当たり情報）
1株当たり純資産額 739.87円
1株当たり当期純利益 22.32円
（注）1.1株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。

（退職給付関係）
1. 採用している退職給付制度の概要
当行は、退職給付制度として、確定給付企業年金規約型企業年金制度
及び退職一時金制度を採用しています。
当行は、確定給付企業年金法の施行に伴い、平成17年1月1日付で厚
生労働大臣から確定給付企業年金規約の承認を受け、従来の適格退職
年金制度を確定給付企業年金規約型企業年金制度に移行しております。
また、厚生年金基金の代行部分について、平成17年4月1日付で厚生
労働大臣から過去分返上の認可を受けました。併せて同日付にて第二地
銀協企業年金基金の設立認可を受け運営しておりましたが、平成18年
4月1日付にて同基金が分割解散し、権利義務を先の確定給付企業年金
規約型企業年金に継承しております。

2. 退職給付債務に関する事項 （単位：百万円）

（単位：百万円）

区分 平成17年度
（平成18年3月31日）

退職給付債務 （A）
年金資産 （B）
未積立退職給付債務 （C）＝（A）＋（B）
会計基準変更時差異の未処理額（D）
未認識数理計算上の差異 （E）
連結貸借対照表計上額純額 （F）＝（C）＋（D）＋（E）
退職給付引当金 （G）＝（F）

△2,196
954

△1,242
―
53

△1,189
△1,189

（注）厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。

3．退職給付費用に関する事項

区分 平成17年度
（平成18年3月31日）

区分 平成17年度（平成18年3月31日）

勤務費用
利息費用
期待運用収益
数理計算上の差異の費用処理額
会計基準変更時差異の費用処理額
退職給付費用

109
41

△35
16
―

131

4．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

（1）割引率
（2）期待運用収益率
（3）退職給付見込額の期間配分方法
（4）数理計算上の差異の処理年数

（5）会計基準変更時差異の処理年数

2.0％
3％、5.5％
期間定額基準
10年（各連結会計年度の発生時の従業員の
平均残存勤務期間内の一定の年数による定額
法により按分した額を、それぞれ発生の翌連
結会計年度から費用処理することとしている）
５年

（税効果会計関係）
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
貸倒引当金損金算入限度超過額 2,942百万円
退職給付引当金損金算入限度額超過額 480百万円
減価償却超過額 126百万円
税務上の繰越欠損金 130百万円
その他 453百万円

繰延税金資産小計 4,133百万円
評価性引当額 △1,179百万円
繰延税金資産合計 2,953百万円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △882百万円
その他 △37百万円

繰延税金負債合計 △919百万円
繰延税金資産の純額 2,033百万円

2. 連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等
の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主
な項目別の内訳
法定実効税率 40.43％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.75％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.18％
住民税均等割等 0.88％
繰延税金資産から控除した項目 25.39％
その他 0.71％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 66.98％

1株当たり当期純利益
当期純利益
普通株主に帰属しない金額
うち利益処分による役員賞与金
普通株式に係る当期純利益
普通株式の期中平均株式数

733
25
25
708

31,718

百万円
百万円
百万円
百万円
千株

2.なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、潜在
株式がないので記載しておりません。

（重要な後発事象）
該当ありません。

平成17年度
（自 平成17年4月1日
至 平成18年3月31日）

連結情報連結情報

（リース取引関係）
1. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナ
ンス･リース取引
・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累
計額相当額及び年度末残高相当額

動産 その他 合計
取得価額相当額 1,335百万円 － 百万円 1,335百万円
減価償却累計額相当額 733百万円 － 百万円 733百万円
減損損失累計相当額 － 百万円 － 百万円 － 百万円
年度末残高相当額 602百万円 － 百万円 602百万円
・未経過リース料年度末残高相当額
１年内 223百万円
１年超 452百万円
合計 676百万円
・リース資産減損勘定年度末残高

－ 百万円
・支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支
払利息相当額及び減損損失
支払リース料 285百万円
リース資産減損勘定取崩額 － 百万円
減価償却費相当額 234百万円
支払利息相当額 31百万円
減損損失 － 百万円
・減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっており
ます。
・利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額
とし、各連結会計年度への配分方法については、利息法によっており
ます。

2. オペレーティング･リース取引
該当ありません。
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■主要な経営指標等の推移（単体）

経常収益
経常利益
当期純利益
資本金
発行済株式総数（千株）
純資産額
総資産額
預金残高
貸出金残高
有価証券残高
1株当たり純資産額（円）
1株当たり配当額（円）
（うち1株当たり中間配当額：円）
1株当たり当期純利益（円）
潜在株式調整後1株当たり当期純利益（円）
単体自己資本比率（国内基準）（％）
自己資本利益率（％）
株価収益率（倍）
配当性向（％）
従業員数（人）
〔外、平均臨時従業員数〕

平成13年度
11,680
781
202

4,300
31,800
22,050
473,060
432,847
340,279
98,888
693.59
5.00

6.35
―

8.57
0.93
70.86
78.69
547
〔78〕

平成14年度
11,855
1,168
257

4,300
31,800
22,352
461,401
427,639
336,489
85,654
702.68
5.00

7.47
―

8.82
1.15
60.24
61.73
544
〔75〕

平成15年度
11,653
226
204

4,300
31,800
22,138
469,366
431,257
339,911
93,656
696.07
5.00

5.82
―

8.94
0.91
77.31
77.73
543
〔78〕

平成16年度
11,568
1,638
333

4,300
31,800
22,647
475,568
441,922
347,055
97,676
712.10
5.00

9.76
―

9.04
1.49
46.10
47.56
555
〔76〕

平成17年度
12,042
2,223
719

4,300
31,800
23,482
467,512
434,666
345,021
95,820
738.53
5.00

21.84
―

9.42
3.11
20.60
22.08
531
〔79〕

（2.50） （2.50） （2.50） （2.50） （2.50）

（単位：百万円）

（注）1．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
2．平成17年度中間配当についての取締役会決議は平成17年11月24日に行いました。
3．平成13年度の1株当たり当期純利益は、期中平均株式数により算出しております。
4．平成14年度から、「1株当たり純資産額」及び「1株当たり当期純利益」（以下、「１株当たり情報」という。）の算定に当たっては、「1株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準
第2号）及び「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第4号）を適用しております。
また、これら1株当たり情報の算定上の基礎は、財務諸表注記事項の「1株当たり情報」に記載しております。

5．潜在株式調整後1株当たり当期純利益は、潜在株式がないので記載しておりません。

■単体自己資本比率（国内基準）

基本的項目

補完的項目

控除項目
自己資本額

リスク･アセット等

単体自己資本比率（国内基準）＝　　×100（％）

資本金
うち非累積的永久優先株

新株式申込証拠金
新株式払込金
資本準備金
その他資本剰余金
利益準備金
任意積立金
次期繰越利益
その他
その他有価証券の評価差損（△）
自己株式申込証拠金
自己株式払込金
自己株式（△）
営業権相当額（△）
企業結合により計上される無形固定資産相当額（△）
繰延税金資産の控除前の基本的項目計（上記各項目の合計額）
繰延税金資産の控除金額（△）

うちステップ･アップ金利条項付の優先出資証券
土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の45％相当額
一般貸倒引当金
負債性資本調達手段等
うち永久劣後債務
うち期限付劣後債務及び期限付優先株

うち自己資本への算入額
控除項目
（Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ）
資産（オン･バランス）項目
オフ･バランス取引項目

計（A）

計
（B）
（C）
（D）

計（E）

平成16年度末
4,300

―
―

3,256
―

774
9,759
2,245

―
―
―

13
―

20,323
―

896
2,439

―
―
―

3,335
2,471

―
22,795
247,168
4,909

252,078
9.04

（単位：百万円）

D
E

単体情報単体情報

単体自己資本比率の算定に関して、外部監査を受けております。

平成17年度末
4,300

―
―

3,256
―

811
9,309
3,216

―
―
―

16
―
―
―
―

20,877
―

879
2,088

―
―
―

2,967
2,423

―
23,301
242,936
4,219

247,156
9.42
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■貸借対照表
資産の部

現金預け金
現 金
預け金

コールローン
商品有価証券
商品国債

金銭の信託
有価証券
国 債
地方債
社 債
株 式
その他の証券

貸出金
割引手形
手形貸付
証書貸付
当座貸越

外国為替
外国他店預け
買入外国為替
取立外国為替

その他資産
前払費用
未収収益
金融派生商品
その他の資産

動産不動産
土地建物動産
保証金権利金

繰延税金資産
支払承諾見返
貸倒引当金
資産の部合計

科目 平成16年度
（平成17年3月31日現在）

19,945
6,607
13,338
558
65
65
―

97,676
46,329
5,520
23,082
4,045
18,698
347,055
12,766
51,066
256,082
27,139
323
310
4
8

2,791
0

481
25

2,284
6,350
6,142
208

3,682
5,181

△8,063
475,568

平成17年度
（平成18年3月31日現在）

13,941
5,855
8,085
352
4
4

1,000
95,820
41,055
4,472
23,732
6,460
20,100
345,021
11,470
49,028
260,185
24,336
461
450
7
4

3,076
0

471
14

2,590
6,210
6,005
204

2,032
4,749

△5,158
467,512

（単位：百万円） 負債及び資本の部

預金
当座預金
普通預金
貯蓄預金
通知預金
定期預金
定期積金
その他の預金

譲渡性預金
外国為替
未払外国為替

その他負債
未払法人税等
未払費用
前受収益
従業員預かり金
給付補てん備金
金融派生商品
繰延ヘッジ利益
その他の負債

賞与引当金
退職給付引当金
再評価に係る繰延税金負債
支払承諾
負債の部合計
資本金
資本剰余金
資本準備金

利益剰余金
利益準備金
任意積立金
電算機導入積立金
退職給与積立金
別途積立金

当期未処分利益
土地再評価差額金
その他有価証券評価差額金
自己株式
資本の部合計
負債及び資本の部合計

科目 平成16年度
（平成17年3月31日現在）

441,922
14,287
105,488
2,431
830

302,878
12,624
3,380
1,200

1
1

2,186
9

809
417
303
5

198
0

441
400

1,222
805

5,181
452,920
4,300
3,256
3,256
12,882
753

9,759
250
200

9,309
2,369
1,186
1,034
△13

22,647
475,568

平成17年度
（平成18年3月31日現在）

434,666
13,433
110,489
2,260
2,679

288,194
12,365
5,243
650
―
―

1,451
9

544
413
279
3
28
―

172
400

1,189
922

4,749
444,029
4,300
3,256
3,256
13,442
790

9,759
250
200

9,309
2,891
1,030
1,469
△16

23,482
467,512

（単位：百万円）

単体情報単体情報
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■損益計算書 ■利益処分計算書

経常収益
資金運用収益
貸出金利息
有価証券利息配当金
コールローン利息
買現先利息
預け金利息
その他の受入利息

役務取引等収益
受入為替手数料
その他の役務収益

その他業務収益
商品有価証券売買益
国債等債券売却益
金融派生商品収益

その他経常収益
株式等売却益
金銭の信託運用益
その他の経常収益

経常費用
資金調達費用
預金利息
譲渡性預金利息
コールマネー利息
金利スワップ支払利息
その他の支払利息

役務取引等費用
支払為替手数料
その他の役務費用

その他業務費用
外国為替売買損
国債等債券売却損
金融派生商品費用

営業経費
その他経常費用
貸倒引当金繰入額
貸出金償却
株式等売却損
その他の経常費用

経常利益
特別利益
動産不動産処分益
償却債権取立益
その他の特別利益

特別損失
動産不動産処分損
その他の特別損失

税引前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
当期純利益
前期繰越利益
土地再評価差額金取崩額
中間配当額
中間配当に伴う利益準備金積立額
当期未処分利益

科目

11,568
9,220
8,002
1,178
12
1
0
25

1,106
507
598
553
7

545
－

688
576
―

111
9,929
356
348
2
0
2
2

879
98
780
134
45
64
24

6,600
1,959
1,673
12
188
84

1,638
26
4
1
20
148
28
119

1,517
408
774
333

2,090
40
79
15

2,369

（単位：百万円）

平成16年度
平成16年4月1日から
平成17年3月31日まで（ ）

12,042
9,545
8,064
1,461
17
0
0
1

1,339
478
860
375
3

363
8

782
613
87
81

9,819
267
263
1
―
1
2

898
95
802
792
156
635
―

6,647
1,213
826
50
40
296

2,223
10
―
7
2
40
40
0

2,193
19

1,454
719

2,245
22
79
15

2,891

平成17年度
平成17年4月1日から
平成18年3月31日まで（ ）

当期未処分利益
任意積立金取崩額
退職給与積立金
電算機導入積立金

計
利益処分額
利益準備金

配当金

役員賞与金
取締役賞与金
監査役賞与金

次期繰越利益

科目

2,369
―
―
―

2,369
124
21
79

（1株につき2円50銭）
23
19
4

2,245

（単位：百万円）

平成16年度
株主総会承認日
平成17年6月29日（ ）

2,891
450
200
250

3,341
125
21
79

（1株につき2円50銭）
25
21
4

3,216

平成17年度
株主総会承認日
平成18年6月29日（ ）
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注記事項（平成17年度）
（貸借対照表関係）
1．子会社の株式（及び出資額）総額　20百万円
なお、本項の子会社は、銀行法第2条第8項に規定する子会社でありま
す。

2. 貸出金のうち、破綻先債権額は932百万円、延滞債権額は11,236百
万円であります。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続し
ていることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込み
がないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った
部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税
法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3号のイからホま
でに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金であ
ります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及
び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予
した貸出金以外の貸出金であります。

3. 貸出金のうち、3ヵ月以上延滞債権額は179百万円であります。
なお、3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の
翌日から3月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当
しないものであります。

4. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は6,400百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ること
を目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権
放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、
延滞債権及び3ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。

5. 破綻先債権額、延滞債権額、3ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和
債権額の合計額は18,750百万円であります。
なお、上記2.から5.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ
ります。

6. 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及
び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24
号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた
商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由
に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、11,477百万
円であります。

7. 担保に供している資産は次のとおりであります。
為替決済、資金決済、地方公共団体収納代理取引、日銀共通取引等の
担保あるいは裁判供託金の代用として、有価証券13,519百万円及び
預け金10百万円を差し入れております。

8. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客から
の融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違
反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であ
ります。これらの契約に係る融資未実行残高は、38,536百万円であり
ます。このうち契約残存期間が１年以内のものが36,369百万円ありま
す。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるた
め、融資未実行残高そのものが必ずしも当行の将来のキャッシュ･フロ
ーに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融

単体情報単体情報

7. リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナ
ンス･リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によ
っております。

8. 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただ
し、動産不動産に係る控除対象外消費税等は、当事業年度の費用に計
上しております。

会計方針の変更（平成17年度）
（固定資産の減損に係る会計基準）

固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設
定に関する意見書」（企業会計審議会平成14年8月9日））及び「固定
資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第6号
平成15年10月31日）を当事業年度から適用しておりますが、これに
よる税引前当期純利益に与える影響はありません。
なお、資産のグルーピングの方針は、管理会計上の最小区分である営業
店単位でグルーピングを行っております。

重要な会計方針（平成17年度）
1. 商品有価証券の評価基準及び評価方法
商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法によ
り算定）により行っております。

2. 有価証券の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法によ

る償却原価法（定額法）、子会社株式及び関連会社株式については
移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものに
ついては、決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主とし
て移動平均法により算定）、時価のないものについては、移動平均
法による原価法又は償却原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法によ
り処理しております。

（2）有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財
産として運用されている有価証券の評価は、時価法により行ってお
ります。

3. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

4. 固定資産の減価償却の方法
（1）動産不動産

動産不動産は、定率法（ただし、平成10年4月1日以後に取得し
た建物（建物附属設備を除く。）については定額法）を採用してお
ります。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物：3年～50年
動産：2年～20年

（2）ソフトウェア
自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間
（5年）に基づく定額法により償却しております。

5. 外貨建て資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建資産･負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を付し
ております。

６. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている償却･引当基準に則り、次のとおり
計上しております。
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以
下「破綻先」という。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債
務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下
のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処
分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額
を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後
経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債権につ
いては、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可
能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に
判断し必要と認める額を計上しております。上記以外の債権につい
ては、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等
に基づき計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資
産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果
を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っており
ます。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保･保証付債権等について
は、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められ
る額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額し
ており、その金額は4,839百万円であります。

（2）賞与引当金
賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対
する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上して
おります。

（3）退職給付引当金
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度
末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を
計上しております。また、数理計算上の差異の費用処理方法は以下
のとおりであります。
数理計算上の差異：各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の
一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ
発生の翌事業年度から費用処理
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情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実
行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができ
る旨の条項が付けられております。
また、契約時において必要に応じて不動産･有価証券等の担保を徴求す
るほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況
等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じ
ております。

9. 土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）に
基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価
差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の
部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として資本の
部に計上しております。
再評価を行った年月日　　平成11年3月31日
同法律第3条第3項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令第119
号）第2条第3号に定める土地課税台帳に登録されている価格に基づい
て、奥行価格補正等合理的な調整を行って算出。
同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末にお
ける時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額と
の差額 1,887百万円

10.動産不動産の減価償却累計額 4,121百万円
11.動産不動産の圧縮記帳額 66百万円

（当事業年度圧縮記帳額 － 百万円）
12.会社が発行する株式の総数
普通株式 60,000千株
発行済株式総数
普通株式 31,800千株

13.旧商法施行規則第124条第3号に規定する時価を付したことにより増
加した純資産額は、1,478百万円であります。

14.会社が保有する自己株式の数
普通株式 37千株

15.取締役及び監査役に対する金銭債権総額 24百万円

（リース取引関係）
1. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナ
ンス･リース取引
・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累
計額相当額及び期末残高相当額

動産 その他 合計
取得価額相当額 1,328百万円 － 百万円 1,328百万円
減価償却累計額相当額 729百万円 － 百万円 729百万円
減損損失累計額相当額 － 百万円 － 百万円 － 百万円
期末残高相当額 599百万円 － 百万円 599百万円

・未経過リース料期末残高相当額
１年内 221百万円
１年超 450百万円
合計 672百万円
・リース資産減損勘定の期末残高

－ 百万円
・支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支
払利息相当額及び減損損失
支払リース料 283百万円
リース資産減損勘定の取崩額 － 百万円
減価償却費相当額 233百万円
支払利息相当額 31百万円
減損損失 － 百万円
・減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっており
ます。
・利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額
とし、各期への配分方法については、利息法によっております。

2. オペレーティング･リース取引
該当ありません。

（有価証券関係）
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの
該当ありません。

（1株当たり情報）
1株当たり純資産額 738.53円
1株当たり当期純利益 21.84円
（注）1. １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。

1株当たり当期純利益
当期純利益
普通株主に帰属しない金額
うち利益処分による役員賞与金
普通株式に係る当期純利益
普通株式の期中平均株式数

719
25
25
693

31,767

百万円
百万円
百万円
百万円
千株

２. なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在
株式がないので記載しておりません。

（重要な後発事象）
該当ありません。

平成17年度
（自 平成17年4月1日
至 平成18年3月31日）

（税効果会計関係）
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
貸倒引当金損金算入限度超過額 2,942百万円
退職給付引当金損金算入限度額超過額 480百万円
減価償却超過額 126百万円
税務上の繰越欠損金 129百万円
その他 451百万円

繰延税金資産小計 4,130百万円
評価性引当額 △1,178百万円
繰延税金資産合計 2,952百万円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △882百万円
その他 △37百万円

繰延税金負債合計 △919百万円
繰延税金資産の純額 2,032百万円

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な
差異があるときの、当該差異の原因となった主な項目別の内訳
法定実効税率 40.43％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.75％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.20％
住民税均等割等 0.88％
繰延税金資産から控除した項目 25.36％
その他 0.99％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 67.21％
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■損益の状況
国内･国際業務部門別粗利益

国内業務部門粗利益

国際業務部門粗利益

業務粗利益

資金運用収支
役務取引等収支
その他業務収支

資金運用収支
役務取引等収支
その他業務収支

平成16年度
9,322
8,641
216
464
187
222
10

△45
9,510

［2.10］

［1.87］

［2.09］

平成17年度
9,215
9,010
432

△227
86
267
8

△189
9,301

［2.06］

［0.71］

［2.08］

（単位：百万円･％）

資金運用･資金調達勘定の平均残高、利息、利回り

（注）1．［ ］は業務粗利益率を表示しております。 業務粗利益率＝

2．国内業務部門は円建取引、国際業務部門は外貨建取引であります。

×100
業務粗利益

資金運用勘定平均残高

平均残高 利 息 利回り

国内業務部門

国際業務部門

資金運用勘定
うち貸出金

資金調達勘定
うち預金

資金運用勘定
うち貸出金

資金調達勘定
うち預金

（単位：百万円･％）

452,251
334,638
436,909
434,256
10,035

10
9,838
882

（8,955）

（8,955）

9,002
8,002
350
344
227
0
15
4

（9）

（9）

1.99
2.39
0.08
0.07
2.26
3.39
0.15
0.51

平成16年度
平均残高 利 息 利回り

445,945
336,497
432,431
431,893
11,990

0
11,814
576

（11,236）

（11,236）

9,277
8,064
257
253
277
0
19
9

（9）

（9）

2.08
2.39
0.05
0.05
2.31
3.69
0.16
1.65

平成17年度

（注）1．資金運用勘定は無利息預け金の平均残高を控除して表示しております。
2．（ ）は国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の平均残高及び利息（内書き）であります。
3．国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は月次カレント方式（前月末TT仲値を当該月のノンエクスチェンジ取引に適用する方式）により算出しております。

役務取引の状況
平成16年度

国内業務部門

国際業務部門

役務取引等収益
うち預金･貸出業務
うち為替業務
うち証券関連業務
うち代理業務

役務取引等費用
うち為替業務

役務取引等収益
うち預金･貸出業務
うち為替業務
うち証券関連業務
うち代理業務

役務取引等費用
うち為替業務

1,083
332
484
124
18
867
86
23
―
23
―
―
12
12

平成17年度
1,322
352
461
304
15
889
86
17
―
17
―
―
8
8

（単位：百万円）

特定取引収支の内訳
該当ありません。

資金利ざや
平成16年度

資金運用利回り

資金調達原価

総資金利ざや

国内業務部門
国際業務部門

合 計
国内業務部門
国際業務部門

合 計
国内業務部門
国際業務部門

合 計

1.99
2.26
2.03
1.57
0.77
1.58
0.42
1.49
0.45

平成17年度
2.08
2.31
2.13
1.58
0.52
1.59
0.50
1.79
0.54

（単位：％）

単体情報単体情報
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受取･支払利息の増減

受取利息
うち貸出金

支払利息
うち預金

受取利息
うち貸出金

支払利息
うち預金

国内業務部門

国際業務部門

（単位：百万円）

残高による増減 利率による増減 純増減
81

△303
4
4
23
0
2

△0

△350
297

△110
△108
△3
0

△4
△1

△269
△6

△105
△103
20
0

△2
△1

△125
44
△3
△1
44
△0
3

△1

400
18

△89
△88
5
0
1
6

275
62

△93
△90
49
△0
4
5

平成16年度
残高による増減 利率による増減 純増減

平成17年度

営業経費の内訳

給料･手当
退職給付費用
福利厚生費
減価償却費
土地建物機械賃借料
営繕費
消耗品費
給水光熱費
旅費
通信費
広告宣伝費
租税公課
その他

合 計

平成16年度
3,041
117
35
157
462
53
130
73
17
205
169
295

1,839
6,600

平成17年度
3,009
115
35
147
515
53
125
70
17
199
186
288

1,881
6,647

（単位：百万円）

その他業務利益の内訳

国内業務部門

国際業務部門

商品有価証券売買損益
国債等債券関係損益
金融派生商品損益

計
外国為替売買損益
国債等債券関係損益

計
合 計

平成16年度
7

481
△24
464
△45
―

△45
419

平成17年度
3

△239
8

△227
△156
△33
△189
△417

（単位：百万円）

業務純益
平成16年度

業務純益 3,407

（単位：百万円）

利益率
平成16年度

総資産経常利益率
資本経常利益率
総資産当期純利益率
資本当期純利益率

0.35
7.31
0.07
1.49

平成17年度
3,031

平成17年度
0.47
9.64
0.15
3.11

（単位：％）

（注）1．総資産経常（当期純）利益率＝

2．資本経常（当期純）利益率＝

経常（当期純）利益
（期首総資産（除く支払承諾見返）残高＋期末総資産（除く支払承諾見返））÷2

×100

経常（当期純）利益
（期首資本の部残高＋期末資本の部残高）÷2

×100
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1.期末残高 （単位：百万円･％）

平成16年度
構成比

123,038
97,763
315,503
301,981

869
2,656

441,197
1,200

442,397
―
―
―

724
724
―

724
443,122

27.77
22.06
71.20
68.15
0.20
0.60
99.57
0.27
98.84

―
―
―

0.16
0.16
―

0.16
100.00

平成17年度
構成比

128,862
98,685
300,560
287,726

444
4,805

434,229
650

434,879
―
―
―

437
437
―

437
435,316

29.60
22.67
69.05
66.10
0.10
1.10
99.75
0.15
99.90

―
―
―

0.10
0.10
―

0.10
100.00

■預金業務
預金･譲渡性預金残高

国内業務部門

国際業務部門

預金

譲渡性預金

預金

譲渡性預金

流動性預金
うち有利息預金

定期性預金
うち固定自由金利定期預金
うち変動自由金利定期預金

その他
計

合 計
流動性預金
うち有利息預金

定期性預金
その他

計

合 計
総合計

2.平均残高 （単位：百万円･％）

平成16年度
構成比

113,129
103,173
319,627
306,763

644
1,499

434,256
2,255

436,512
―
―
―

882
882
―

882
437,395

25.86
23.58
73.08
70.13
0.15
0.34
99.28
0.52
99.80

―
―
―

0.20
0.20
―

0.20
100.00

平成17年度
構成比

122,266
92,688
307,808
294,895

642
1,819

431,893
798

432,692
―
―
―

576
576
―

576
433,269

28.22
21.39
71.04
68.06
0.15
0.42
99.68
0.18
99.87

―
―
―

0.13
0.13
―

0.13
100.00

国内業務部門

国際業務部門

預金

譲渡性預金

預金

譲渡性預金

流動性預金
うち有利息預金

定期性預金
うち固定自由金利定期預金
うち変動自由金利定期預金

その他
計

合 計
流動性預金
うち有利息預金

定期性預金
その他

計

合 計
総合計

（注）1．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
2．定期性預金＝定期預金＋定期積金
固定自由金利定期預金：預入時に満期日迄の利率が確定する自由金利定期預金
変動自由金利定期預金：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する自由金利定期預金

3．国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式により算出しております。

単体情報単体情報
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定期預金の残存期間別残高
平成16年度

定期預金

うち固定
自由金利
定期預金

うち変動
自由金利
定期預金

3ヵ月未満
3ヵ月以上6ヵ月未満
6ヵ月以上1年未満
1年以上2年未満
2年以上3年未満
3年以上

計
3ヵ月未満
3ヵ月以上6ヵ月未満
6ヵ月以上1年未満
1年以上2年未満
2年以上3年未満
3年以上

計
3ヵ月未満
3ヵ月以上6ヵ月未満
6ヵ月以上1年未満
1年以上2年未満
2年以上3年未満
3年以上

計

63,170
68,649
129,731
32,775
4,499
3,202

302,128
63,024
68,529
129,557
32,503
4,318
3,302

301,235
123
120
173
271
181
―

869

平成17年度
54,861
62,695
134,251
21,462
4,590
9,944

287,804
54,761
62,638
134,145
21,320
4,538
9,934

287,339
78
56
105
141
51
10
444

（単位：百万円）

1店舗･従業員1人当たりの預金
平成16年度

1店舗当たり預金

従業員1人当たり
預金

国内店
海外店

合 計
国内店
海外店

合 計

8,688
―

8,688
798
―

798

平成17年度
8,535

―
8,535
819
―

819

（単位：百万円）

預金者別預金残高
平成16年度

個人
一般法人
その他

合 計

（単位：百万円･％）

構成比
351,176
84,721
6,024

441,922

344,527
84,020
8,119

434,666

79.47
19.17
1.36

100.00

平成17年度
構成比
79.26
18.87
1.87

100.00

財形貯蓄残高
平成16年度

財形貯蓄残高

（単位：百万円）

1,516
平成17年度
1,456

（注）上記の預金残高には、積立定期預金を含んでおりません。

（注）預金額には譲渡性預金を含んでおります。
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■貸出金業務
貸出金科目別残高

平成16年度

国内業務部門

国際業務部門

手形貸付
証書貸付
当座貸越
割引手形

計
手形貸付
証書貸付
当座貸越
割引手形

計
合 計

（単位：百万円）

期末残高 平均残高
51,055
256,082
27,139
12,766
347,044

10
―
―
―
10

347,055

50,831
247,024
23,678
13,104
334,638

10
―
―
―
10

334,649

平成17年度
期末残高 平均残高
49,028
260,185
24,336
11,470
345,021

―
―
―
―
―

345,021

47,079
255,957
22,231
11,229
336,497

0
―
―
―
0

336,497
（注）国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は月次カレント方式により算出しております。

貸出金の残存期間別残高
平成16年度

貸出金

うち変動金利

うち固定金利

1年以下
1年超3年以下
3年超5年以下
5年超7年以下
7年超
期間の定めのないもの

計
1年以下
1年超3年以下
3年超5年以下
5年超7年以下
7年超
期間の定めのないもの

計
1年以下
1年超3年以下
3年超5年以下
5年超7年以下
7年超
期間の定めのないもの

計

73,118
24,417
39,686
32,357
150,337
27,140
347,055

12,430
20,841
23,753
66,413
1,439

11,987
18,845
8,604
83,924
25,701

平成17年度
65,846
29,111
40,194
29,575
155,959
24,337
345,021

11,870
20,641
21,112
58,211
2,118

17,241
19,553
8,463
97,747
22,219

（単位：百万円）

（注）残存期間1年以下の貸出金については、変動金利、固定金利の区別をしておりません。

1店舗･従業員1人当たりの貸出金
平成16年度

1店舗当たり
貸出金

従業員1人当た
り貸出金

国内店
海外店

合 計
国内店
海外店

合 計

6,805
―

6,805
625
―

625

（単位：百万円） 預貸率
平成16年度

期末
預貸率

期中
平均預貸率

国内業務部門
国際業務部門

計
国内業務部門
国際業務部門

計

77.08
1.48
76.96
76.33
1.21
76.18

平成17年度
6,765

―
6,765
649
―

649

平成17年度
77.72

―
77.64
76.17
0.13
76.07

（単位：％）

（注）預金には譲渡性預金を含んでおります。

担保種別の貸出金残高及び支払承諾見返額
平成16年度

有価証券
債権
商品
不動産
その他

計
保証
信用

合 計
（うち劣後特約付貸出金）

（単位：百万円）

貸出金残高 支払承諾見返額
1,964
7,128

―
67,050

―
76,142
153,418
117,493
347,055

(―)

―
1,741

―
2,148

―
3,890
630
661

5,181

2,305
6,531

―
60,036

―
68,873
155,954
120,193
345,021

(―)

0
1,473

―
1,781

―
3,255
650
843

4,749

平成17年度
貸出金残高 支払承諾見返額

単体情報単体情報
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業種別貸出状況

業種別
平成16年度

国内業務部門

国際業務部門

製造業
農業
林業
漁業
鉱業
建設業
電気･ガス･熱供給･水道業
情報通信業
運輸業
卸売･小売業
金融･保険業
不動産業
各種サービス業
地方公共団体
その他

計
政府等
金融機関
その他

計
合 計

貸出金残高
36,178
999
11
201
30

37,655
2,877
2,370
6,386
51,401
13,510
37,778
47,674
12,295
97,671
347,044

―
―
10
10

347,055

10.43
0.29
0.00
0.06
0.01
10.85
0.83
0.68
1.84
14.81
3.89
10.89
13.74
3.54
28.14
100.00

―
―

100.00
100.00

―

（単位：百万円･％）

構成比
平成17年度

貸出金残高
33,778
426
5

138
98

37,336
2,508
1,942
6,541
47,927
16,728
37,569
44,143
14,421
101,455
345,021

―
―
―
―

345,021

9.79
0.12
0.00
0.04
0.03
10.82
0.73
0.56
1.90
13.89
4.85
10.89
12.79
4.18
29.41
100.00

―
―
―
―
―

構成比

（注）「国内業務部門」とは、当行及び（連結）子会社等の円建取引、「国際業務部門」とは、当行の外資建取引であります。

中小企業等に対する貸出金
平成16年度

貸出先件数 貸出金残高 貸出先件数 貸出金残高
総貸出金
中小企業等貸出金

（Ａ）
（Ｂ）

（Ｂ）／（Ａ）

32,578
32,498
99.75

（単位：百万円･％）

（注）中小企業等とは、資本金3億円（ただし、卸売業は1億円、小売業、サービス業は5千万円）以下の会社又は常用する従業員が300人（ただし、卸売業は100人、小売業は50人、サービス業は
100人）以下の会社及び個人であります。

消費者ローン残高
平成16年度

住宅ローン残高
その他ローン残高

合 計

91,947
17,615
109,563

平成17年度

31,889
31,814
99.76

347,055
315,460
90.89

345,021
312,109
90.46

平成17年度
94,891
18,398
113,289

（単位：百万円）

使途別の貸出金残高
平成16年度

設備資金
運転資金

合 計

166,122
180,932
347,055

47.87
52.13
100.00

（単位：百万円･％）

構成比
平成17年度

165,501
179,520
345,021

47.97
52.03
100.00

構成比

貸倒引当金内訳
平成16年度

区　分
期末残高

平成17年度

貸倒
引当金

一般貸倒引当金
個別貸倒引当金
うち非居住者向け債権分

2,439
5,623

―

※洗替による取崩額
※洗替による取崩額

（単位：百万円）

当期増加額

2,088
3,070

―

当期減少額
目的使用

―
697
―

その他
※2,439
※4,926

―

期末残高
摘要

2,088
3,070

―

貸出金償却額
平成16年度

貸出金償却額 12 50
平成17年度

（単位：百万円）

特定海外債権残高
該当ありません。



50

■国際業務･内国為替業務･証券業務･その他
外国為替取扱高

仕向為替

被仕向為替

売渡為替
買入為替
支払為替
取立為替

合 計

平成16年度
118
2
53
7

181

平成17年度
72
2
21
3
99

（単位：百万米ドル）

外貨建資産残高
平成16年度

外貨建資産残高 53
平成17年度

36

（単位：百万米ドル）

内国為替取扱高

送金為替

代金取立

各地へ向けた分
各地より受けた分
各地へ向けた分
各地より受けた分

口数 金額
平成16年度

970
1,014
128
95

593,867
552,255
101,940
78,047

口数 金額
平成17年度

1,006
1,057
108
89

615,971
559,269
96,236
74,958

（単位：千口･百万円）

有価証券の残存期間別残高
平成16年度

国債

1年以下
1年超3年以下
3年超5年以下
5年超7年以下
7年超10年以下
10年超
期間の定めのないもの

合 計

（単位：百万円）

地方債 社債 株式
その他の証券
うち外国債券 うち外国株式

平成17年度

国債 地方債 社債 株式
その他の証券
うち外国債券 うち外国株式

1,348
6,408
8,569
10,215
11,803
7,984

―
46,329

1,047
1,483
1,531
719
737
―
―

5,520

5,628
6,828
6,179
1,019
3,426

―
―

23,082
4,045
4,045

640
2,558
3,915
1,582
6,067
232

3,701
18,698

525
1,827
2,871
632

3,741
232
―

9,829

―
―
―
―
―
―
―
―

3,669
2,187
10,422
6,847
11,637
6,291

―
41,055

742
1,882
749
479
617
―
―

4,472

4,053
7,007
5,109
1,879
5,397
285
―

23,732
6,460
6,460

1,623
1,685
3,561
1,045
7,071
722

4,391
20,100

1,271
1,292
1,608
992

4,639
722
―

10,527

―
―
―
―
―
―
―
―

有価証券の種類別残高
平成16年度

期末残高

国債
地方債
社債
株式
その他の証券

計
国債
地方債
社債
株式
その他の証券
うち外国債券

計
合 計

国内業務
部門

国際業務
部門

（単位：百万円･％）

平均残高
構成比 構成比

平成17年度
期末残高 平均残高

構成比 構成比
46,329
5,520
23,082
4,045
8,868
87,846

―
―
―
―

9,829
9,829
9,829
97,676

47.43
5.65
23.63
4.15
9.08
89.94

―
―
―
―

10.06
10.06
10.06
100.00

44,445
6,027
25,317
2,561
8,398
86,750

―
―
―
―

9,148
9,148
9,148
95,899

46.35
6.28
26.40
2.67
8.76
90.46

―
―
―
―

9.54
9.54
9.54

100.00

41,055
4,472
23,732
6,460
9,573
85,293

―
―
―
―

10,527
10,527
10,527
95,820

42.85
4.67
24.77
6.74
9.99
89.02

―
―
―
―

10.98
10.98
10.98
100.00

47,464
5,081
23,184
3,043
10,158
88,931

―
―
―
―

10,902
10,902
10,902
99,834

47.54
5.09
23.22
3.05
10.18
89.08

―
―
―
―

10.92
10.92
10.92
100.00

（注）国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式により算出しております。

公共債引受額
平成16年度

国 債
地方債･政保債

合 計

796
695

1,491

536
700

1,236

（単位：百万円）

公共債窓口販売実績
平成16年度

国 債
地方債･政保債

合 計

1,873
―

1,873

2,017
―

2,017

平成17年度

平成17年度

（単位：百万円）

単体情報単体情報
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公共債ディーリング実績（商品有価証券売買高）

商品国債
商品地方債
商品政府保証債

合 計

（単位：百万円）

公共債ディーリング実績（商品有価証券平均残高）

商品国債
商品地方債
商品政府保証債
貸付商品債券

合 計

（単位：百万円）

預証率

期末預証率
国内業務部門
国際業務部門

国内業務部門
国際業務部門期中平均預証率

合 計

合 計

平成16年度
14,340

―
―

14,340

7,676
―
―

7,676

平成16年度
125
―
―
―

125

11
―
―
―
11

平成16年度
19.85

1,356.24
22.04
19.87

1,036.35
21.92

平成17年度

平成17年度

平成17年度
19.61

2,405.83
22.01
20.55

1,890.18
23.04

（単位：％）

有価証券関係
貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」、「現金預け金」中の譲渡性預け金及び「買入金銭債権」中のコマーシャル･ペーパー及びその
他買入金銭債権が含まれております。

1.売買目的有価証券

期別
種類

売買目的有価証券

（単位：百万円）

平成16年度末（平成17年3月31日現在）
貸借対照表計上額

65
平成16年度の損益に含まれた評価差額

0

平成17年度末（平成18年3月31日現在）
貸借対照表計上額

4
平成17年度の損益に含まれた評価差額

△0

3.その他有価証券で時価のあるもの

期別

種類

株 式
債 券
国 債
社 債

その他
合 計

（単位：百万円）

平成16年度末（平成17年3月31日現在）

取得原価
貸借対照表
計上額

評価差額
うち益 うち損

2,203
66,239
44,556
21,683
13,742
82,185

3,421
66,717
44,634
22,082
13,783
83,922

1,218
478
78
399
40

1,737

1,252
840
422
417
296

2,389

33
362
343
18
256
651

平成17年度末（平成18年3月31日現在）

取得原価
貸借対照表
計上額

評価差額
うち益 うち損

3,269
61,617
39,212
22,404
10,838
75,725

5,825
60,511
38,109
22,402
11,739
78,077

2,556
△1,105
△1,102

△2
900

2,352

2,609
412
84
328
975

3,997

52
1,517
1,187
330
74

1,645

2.満期保有目的の債券で時価のあるもの

期別

種類

国 債
地方債
社 債
その他

合 計

（単位：百万円）

平成16年度末（平成17年3月31日現在）

貸借対照表
計上額

時価 差額
うち益 うち損

1,694
5,520
200

7,915 
15,330

1,722
5,786
203

7,820
15,532

28
266
3

△94
202

28
266
3
9

307

0
―
―

104
104

平成17年度末（平成18年3月31日現在）

貸借対照表
計上額

時価 差額
うち益 うち損

2,945
4,472
300

8,360 
16,078

2,848
4,557
297

8,042
15,746

△97
85
△2

△318
△332

1
96
―
0
97

98
10
2

318
429

（注）1．時価は、各年度末日における市場価格等に基づいております。
2．「うち益」「うち損」は、それぞれ「差額」の内訳であります。

（注）1．貸借対照表計上額は、各年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。
2．「うち益」「うち損」は、それぞれ「評価差額」の内訳であります。
3．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価を
もって貸借対照表価額とするとともに、評価差額を各事業年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。
平成16年度および平成17年度における減損処理額はありません。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、時価が取得原価又は償却原価に比べて30％以上下落した場合としております。
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8.その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額

期別
種類
債 券

国　債
地方債
社　債

その他

運用目的の金銭の信託

合 計

（単位：百万円）

（単位：百万円）

1年以内

貸借対照表計上額

1年超5年以内 5年超10年以内

平成16年度の損益に含まれた評価差額

10年超
平成16年度末（平成17年3月31日現在）

平成16年度末（平成17年3月31日現在）

8,025
1,348
1,047
5,628
3,640
11,665

― ―
貸借対照表計上額 平成17年度の損益に含まれた評価差額

1,000 ―

31,002
14,978
3,015
13,008
6,138
37,141

27,920
22,018
1,456
4,445
7,650
35,570

7,984
7,984

―
―

3,605
11,590

1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超
平成17年度末（平成18年3月31日現在）

平成17年度末（平成18年3月31日現在）

8,466
3,669
742

4,053
1,623
10,089

27,357
12,609
2,632
12,116
5,246
32,604

26,858
18,484
1,097
7,276
8,116
34,975

6,576
6,291

―
285

4,661
11,238

1.運用目的の金銭の信託

評価差額
その他有価証券
その他の金銭の信託

（△）繰延税金負債
その他有価証券評価差額金

平成16年度末（平成17年3月31日現在）

1,737
1,737

―
702

1,034

平成17年度末（平成18年3月31日現在）

2,352
2,352

―
882

1,469

（単位：百万円）

金銭の信託関係

2.満期保有目的の金銭の信託
該当ありません。

3.その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）
該当ありません。

その他有価証券評価差額金
その他有価証券評価差額金
貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

7.保有目的を変更した有価証券
該当ありません。

5.平成16年度中及び平成17年度中に売却したその他有価証券

期別
種類

その他有価証券

（単位：百万円）

6.時価のない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額

満期保有目的の債券
子会社･子法人等株式及び関連法人等株式
その他有価証券 非上場株式（店頭売買株式を除く）

（単位：百万円）

平成16年度末（平成17年3月31日現在）
800
41
582

平成17年度末（平成18年3月31日現在）
1,030
38
595

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

平成16年度
（自 平成16年4月1日　至 平成17年3月31日）

56,074 1,120 252
売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

平成17年度
（自 平成17年4月1日　至 平成18年3月31日）

44,934 977 674

4.平成16年度中及び平成17年度中に売却した満期保有目的の債券
該当ありません。

単体情報単体情報
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■デリバティブ取引
1.取引の状況に関する事項　平成17年度

（1）取引の内容
当行の利用しているデリバティブ取引は、金利関連取引では金利スワ
ップ取引、通貨関連取引では先物為替予約取引、有価証券関連取引
では債券先物取引、債券オプション取引、株価指数先物取引、株価
指数オプション取引であります。

（2）取引に対する取組方針
当行では、取引先の為替に係るリスクヘッジニ－ズに応えるため、ま
た当行自体の資産･負債に係る市場リスクをヘッジするためデリバテ
ィブ取引を行っております。また短期的な売買差益を目的としたデリ
バティブ取引については、ポジション枠と損失限度額を設定し、厳格
なリスク管理体制のもとで行っております。

（3）取引の利用目的
当行は、貿易取引やインパクトロ－ン等の取引に伴う為替相場の変
動リスクを回避する目的で先物為替予約取引、貸出金の固定金利運
用に伴う金利リスクを回避する目的で金利スワップ取引を利用してお
ります。

（4）取引に係るリスクの内容
当行が利用している先物為替予約取引は為替相場の変動によるリス
クを有しており、金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリスク
を有しております。尚、当行のデリバティブ取引の契約先につきまし
ては、信用度等に留意しかつ分散しており、変動率の大きい特殊な
取引はありません。

（5）取引に係るリスク管理体制
当行のリスク管理体制につきましては、オフバランス管理表にて日次
及び月次単位で行っており、金利スワップ取引はその都度ALM委員
会で審議しております。先物為替予約取引の運営は取引限度額、取
引手続等を定めた社内規定に基づき行われており、取引状態の把握･
リスク管理においても直先総合持高の管理により為替変動リスクを常
時把握しております。また、独立したリスク管理部署としてリスク統
括部のもとで総合的リスク管理･相互牽制が有効に機能するよう整備、
充実を図っております。

（6）定量的情報の補足説明
先物為替予約につきましては、期末日に引直しを行い、その損益を
損益計算書に計上しております。また金利スワップ取引における想定
元本は、市場リスク量または信用リスク量を示すものではありません。

1.金利関連取引

種 類区 分

取引所

店　頭

金利先物

金利オプション

金利先渡契約

金利スワップ

金利オプション

その他

売 建
買 建
売 建
買 建
売 建
買 建
受取固定･支払変動
受取変動･支払固定
受取変動･支払変動
売 建
買 建
売 建
買 建

合 計

（単位：百万円）

契約額等 うち1年超 時価 評価損益

―
―
―
―
―
―
―
69
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
△1
―
―
―
―
―
△1

―
―
―
―
―
―
―
△1
―
―
―
―
―
△1

平成16年度（平成17年3月31日現在）

契約額等 うち1年超 時価 評価損益

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

平成17年度（平成18年3月31日現在）

2.通貨関連取引

2.取引の時価等に関する事項

（注）1．上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上および監査上の取扱い」（日本公認会計士協会
業種別監査委員会報告第24号）等に基づき、ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引はありません。

2．時価の算定 取引所取引につきましては、東京金融先物取引所等における最終の価格によっております。店頭取引につきましては、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。

（注）1．上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会
業種別監査委員会報告第25号）等に基づきヘッジ会計を適用している為替スワップ取引及び外貨建金銭債権債務に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の貸借対照表に反映されている
ものについては上記記載から除いております。

2. 時価の算定　割引現在価値等により算定しております。

引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は、下記のとおりであります。
（単位：百万円）

種 類区 分

取引所

店　頭

通貨先物

通貨オプション

通貨スワップ

為替予約

通貨オプション

その他

売 建
買 建
売 建
買 建

売 建
買 建
売 建
買 建
売 建
買 建

合 計

うち1年超 時価 評価損益

―
―
―
―
―

5,856
959
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―

△196
25
―
―
―
―

△171

―
―
―
―
―

△196
25
―
―
―
―

△171

契約額等

平成16年度（平成17年3月31日現在）

うち1年超 時価 評価損益

―
―
―
―
―

5,111
1,200

―
―
―
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―

△27
13
―
―
―
―

△13

―
―
―
―
―

△27
13
―
―
―
―

△13

契約額等

平成17年度（平成18年3月31日現在）

3.株式関連取引
該当ありません。

4.債券関連取引
該当ありません。

5.商品関連取引
該当ありません。

6.クレジットデリバティブ取引
該当ありません。
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資本金の推移
年　月
金　額

昭和18年11月 昭和23年4月 昭和24年11月 昭和25年7月 昭和26年9月 昭和28年9月
640 1,500 3,000 10,000 20,000 30,000

（単位：千円）

発行済株式の推移

有償第三者割当
発行価格
資本組入額の総額

増加の内訳

発行済普通株式総数

平成14年3月期
―
―
―

31,800千株

平成15年3月期
―
―
―

31,800千株

平成16年3月期
―
―
―

31,800千株

平成17年3月期
―
―
―

31,800千株

平成18年3月期
―
―
―

31,800千株

所有者別状況
株式の状況（1単元の株式数1,000株）

政府及び
地方公共団体 金融機関 証券会社 その他の法人

外国法人等
個人以外 個人

個人その他 計 単元未満株式
の状況

株主数（人）
所有株式数（単元）

割合（％）

―
―
―

21
6,373
20.22

6
1,251
3.97

336
12,487
39.63

―
―
―

―
―
―

847
11,400
36.18

1,210
31,511
100.00

―
289,000株

―

年　月
金　額

昭和30年9月 昭和31年4月 昭和34年7月 昭和38年10月 昭和42年10月 昭和46年10月
50,000 80,000 100,000 200,000 300,000 500,000

年　月
金　額

昭和63年4月 昭和63年10月 平成3年4月 平成7年4月 平成12年3月
765,000 1,065,000 1,501,000 2,200,000 4,300,000

（平成18年3月末日現在）

（注）自己株式37,307株は、「個人その他」に37単元、「単元未満株式の状況」に307株含まれております。

（注）日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社（信託口4）所有株式は、預金保険機構が当該信託銀行に信託しているものであります。

大株主の状況
氏名又は名称 所有株式数（千株） 発行済株式総数に対する所有株式数の割合（％）

株式会社みずほコーポレート銀行
三田村俊文
株式会社クォードコーポレーション
日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社（信託口4）
三田興産株式会社
日本土地建物株式会社
新光証券株式会社
明治安田生命保険相互会社
武生土地株式会社
株式会社ホクコン

計

1,450
1,416
1,400
1,399
1,327
850
704
650
603
565

10,366

4.55
4.45
4.40
4.39
4.17
2.67
2.21
2.04
1.89
1.77
32.59

（平成18年3月末日現在）
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■法定開示項目一覧（索引）
※本誌は、銀行法第21条に基づいて作成したディスクロージャー
誌です。銀行法施行規則第19条の2、第19条の3に基づく法定開
示項目はすべて開示しております。なお、これらによる各開示項
目の記載ページは以下のとおりです。

I 単体情報
1.銀行の概況及び組織に関する事項
（1）経営の組織..........................................................................22

（2）持株数の多い順に10以上の株主に関する事項（氏名、持株数、割合）.....54

（3）取締役及び監査役の氏名及び役職名 ............................................22

（4）営業所の名称及び所在地..........................................................24

2.銀行の主要な業務の内容.................................................28～32

3.銀行の主要な業務に関する事項
（1）直近の事業年度における事業の概況...............................................6

（2）直近5事業年度における主要な業務の状況を示す指標........................39

① 経常収益　②経常利益　③当期純利益　④資本金及び発行済株式の総数

⑤純資産額　⑥総資産額　⑦預金残高　⑧貸出金残高　⑨有価証券残高

⑩単体自己資本比率　⑪配当性向　⑫従業員数　⑬ 信託報酬　⑭ 信託勘定

貸出金残高　⑮ 信託勘定有価証券残高　⑯ 信託財産額

なお、⑬～⑯については該当ありません

（3）直近2事業年度における業務の状況を示す指標

① 主要な業務の状況を示す指標

イ業務粗利益及び業務粗利益率.................................................44

ロ国内･国際業務部門別の資金運用収支、役務取引等収支、特定取引収支

及びその他業務収支............................................................44

ハ国内･国際業務部門別の資金運用勘定並びに資金調達勘定の平均残高、

利息、利回り及び資金利ざや.................................................44

ニ国内･国際業務部門別の受取利息及び支払利息の増減 ....................45

ホ総資産経常利益率及び資本経常利益率......................................45

ヘ総資産当期純利益率及び資本当期純利益率 ................................45

② 預金に関する指標

イ国内･国際業務部門別の流動性預金、定期性預金、譲渡性預金、その他

の預金の平均残高 ..............................................................46

ロ固定自由金利定期預金、変動自由金利定期預金及びその他の区分ごと

の定期預金の残存期間別の残高..............................................47

③ 貸出金に関する指標

イ国内･国際業務部門別の手形貸付、証書貸付、当座貸越及び割引手形

の平均残高 ......................................................................48

ロ固定金利･変動金利別の貸出金の残存期間別の残高.......................48

ハ担保の種類別の貸出金残高及び支払承諾見返額 ...........................48

ニ使途別の貸出金残高 ...........................................................49

ホ業種別の貸出金残高及び割合.................................................49

ヘ中小企業等に対する貸出金残高及び割合 ...................................49

ト特定海外債券残高の5％以上を占める国別の残高 ..........該当ありません

チ国内･国際業務部門別の預貸率の期末値及び期中平均値..................48

④ 有価証券に関する指標

イ商品有価証券（特定取引勘定を除く）の種類別の平均残高..............51

ロ有価証券の種類別の残存期間別の残高......................................50

ハ国内･国際業務部門別の有価証券の種類別の平均残高 ....................50

ニ国内･国際業務部門別の預証率の期末値及び期中平均値..................51

4.銀行の業務の運営に関する事項
（1）リスク管理の体制 ..................................................................18

（2）法令遵守の体制.....................................................................18

5.銀行の直近2事業年度における財産の状況に関する事項
（1）貸借対照表、損益計算書及び利益処分計算書...........................40～41

（2）貸出金のうち破綻先債権、延滞債権、3ヵ月以上延滞債権、貸出条件緩和

債権の額及びその合計額..........................................................17

（3）自己資本の充実の状況.............................................................39

（4）有価証券、金銭の信託、デリバティブ取引の取得価額または契約価額、

時価及び評価損益 ...........................................................51～53

（5）貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額.......................................49

（6）貸出金償却の額.....................................................................49

（7）旧商法監査を受けている旨........................................................21

（8）証取法監査を受けている旨........................................................21

（9）外部監査を受けている旨 ..........................................................39

II 連結情報
1.銀行及びその子会社等の概況に関する事項
（1）銀行及びその子会社等の主要な事業の内容及び組織の構成..................23

（2）銀行の子会社等に関する事項.....................................................23

① 名称　② 主たる営業所または事業所の所在地　③ 資本金または出資金　

④ 事業の内容　⑤ 設立年月日　⑥ 銀行が保有する子会社等の議決権の総株主

の議決権に占める割合　⑦ 銀行の一の子会社等以外の子会社等が保有する当

該一の子会社等の議決権の総株主の議決権に占める割合

2.銀行及びその子会社等の主要な業務に関する事項
（1）直近の事業年度における事業の概況.............................................33

（2）直近5連結会計年度における主要な業務の状況を示す指標...................34

① 経常収益　② 経常利益　③ 当期純利益　④ 純資産額　⑤ 総資産額

⑥ 連結自己資本比率

3.銀行及びその子会社等の直近2連結会計年度における財産の
状況に関する事項
（1）連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結剰余金計算書....................35

（2）貸出金のうち破綻先債権、延滞債権、3ヵ月以上延滞債権、貸出条件緩和

債権の額及びその合計額..........................................................17

（3）自己資本の充実の状況.............................................................34

（4）セグメント情報.....................................................................34

（5）旧商法監査を受けている旨........................................................21

（6）証取法監査を受けている旨........................................................21

（7）外部監査を受けている旨 ..........................................................34

III その他
1.第98期決算公告 ..................................................................55
2.金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく資産査定の公表 ...16
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